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1. はじめに 

日本列島は，プレートの収束帯に位置しており，安定大陸に比べて地殻変動や火成活動が活発であ

ることから，我が国における地層処分の概念は，「長期的な安定性を備えた幅広い地質環境」に「性能に

余裕をもたせた人工バリア」を設置するという特徴を有する（核燃料サイクル開発機構, 19991)：以下，「第

2 次取りまとめ」）。すなわち，第一に自然現象によって地層処分システムに期待される物理的な隔離機能

が損なわれる恐れがないようなサイトを選ぶことが前提となる。さらに，サイト固有の地質環境や想定され

るそれらの長期的な変化を見込んだ上で，合理的な地層処分システムを構築し，長期的な安全性を確認

することが必要となる。そのためには，サイトやその周辺においてマグマの貫入・噴火や断層運動に伴う

岩盤の破壊等，地層処分システムに著しい影響を及ぼす現象が発生する可能性のほか，地殻変動等に

よって生じる地質環境（例えば，熱環境，力学場，水理場，化学場）の長期的な変化を予測・評価してお

くことが重要となる。日本原子力研究開発機構（以下，「原子力機構」）では，1988 年より「深地層の科学

的研究」の一環として，これらの調査・評価に係る研究開発（地質環境の長期安定性に関する研究）を進

めてきた。 

このうち，1999 年 11 月に報告した第 2 次取りまとめでは，関連する地球科学の分野に蓄積された情報

や知見を分析するとともに，地層や岩石の年代測定等を補足的に実施し，過去から現在までの活動の中

に認められる傾向や規則性に基づいて，自然現象の将来の活動の可能性や変動の規模等を検討した。

その結果，地層処分に適した安定な地質環境が我が国にも広く存在し得るとの見通しが得られた。また，

その科学的な根拠となる基盤情報として，活断層や第四紀火山，海成段丘の分布・形成年代等に関する

全国レベルでのデータベースを整備してきた（核燃料サイクル開発機構, 19992)）。第 2 次取りまとめ以降

については，「特定放射性廃棄物の最終処分に関する法律」3)（以下，「最終処分法」）の成立や実施主

体の設立等，我が国の地層処分計画が事業の段階に進展したことを踏まえ，最終処分法に定められた

最終処分施設の建設スケジュールや段階的な選定要件等を念頭に置きつつ，特に第 2 次取りまとめや

その評価（例えば，原子力委員会 原子力バックエンド対策専門部会, 20004)；OECD/NEA, 19995)）の過

程で明らかにされた研究課題に焦点をあてて研究を進めてきた。さらに，2002 年には原子力安全委員会

から文献調査段階の予定地の選定に係る要件となる「高レベル放射性廃棄物処分の概要調査地区選定

段階において考慮すべき環境要件について」（原子力安全委員会, 20026)）が示されたが，実施主体では

これらを受けて「概要調査地区選定上の考慮事項」（原子力発電環境整備機構, 20027)）を公表した。そ

の一方で，「廃棄物安全小委員会報告書―高レベル放射性廃棄物処分の安全規制に係る基盤確保に

向けて―」（総合資源エネルギー調査会 原子力安全・保安部会 廃棄物安全小委員会, 20038)）や「放射

性廃棄物処理・処分に係る規制支援研究について」（総合資源エネルギー調査会 原子力安全・保安部

会 廃棄物安全小委員会, 20099)）等により，安全規制にとって重要な研究分野や課題が示される等，研

究開発を進めていく上での方向性や研究課題がさらに明確にされてきた。 

しかしながら，2011 年 3 月 11 日に発生した東北地方太平洋沖地震及び福島第一原子力発電所の事

故に伴い，我が国の原子力政策や地層処分技術に関する研究開発を取り巻く状況が大きく変化した。

「今後の高レベル放射性廃棄物地層処分に係る取組について（見解）」（原子力委員会, 201210)）では，

「高レベル放射性廃棄物の処分について（回答）」（日本学術会議, 201211)）を踏まえ，現段階での地球科

学分野の最新の知見を考慮しつつ，地層処分の実現可能性について調査研究し，その成果を国民と共

有すべきとの指摘がなされた。さらに，「今後の原子力研究開発の在り方について（見解）」（原子力委員

会, 201212)）では，処分施設立地地域の地質条件を保守的に予想した上で，十分に安全を確保していく

ことができる処分技術の確立に向けて研究開発を推進していくべきとしている。このような背景のもと，総
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合資源エネルギー調査会電力・ガス事業分科会原子力小委員会では，地層処分技術ワーキンググルー

プを設置し，専門家による地層処分技術の再評価と今後の研究開発課題の検討が行われ，「最新の科

学的知見に基づく地層処分技術の再評価―地質環境特性及び地質環境の長期安定性について―」

（総合資源エネルギー調査会 電力・ガス事業分科会 原子力小委員会 地層処分技術ワーキンググル

ープ, 201413)）が取りまとめられた。その結果，地層処分にとって好ましい地質環境特性を有する地域が

我が国にも存在することが改めて示されるとともに，地層処分の技術的信頼性の向上に向けて，今後の

地層処分事業の取り組みと並行した研究開発の必要性も併せて示された。 

これらの背景や状況，第 2 期中期目標期間（平成 22 年度～平成 26 年度）における研究開発の成果，

さらには関係研究機関や大学等で行われている研究の動向等も踏まえて，「地質環境の長期安定性に

関する研究」基本計画－第 3 期中長期計画（梅田ほか, 201514)）を策定した。その後，平成 29 年 7 月に

は「科学的特性マップ」（経済産業省資源エネルギー庁, 201715)）が公表されるとともに，平成 30 年 3 月に

はその作成や提示の際の検討等を踏まえて整理された研究課題が「地層処分研究開発に関する全体計

画（平成 30 年度～平成 34 年度）」（経済産業省資源エネルギー庁 地層処分研究開発調整会議, 201816)）

として示されている。本計画は，令和 2 年 3 月に各課題に対する取り組みの状況やそれまでの研究成果

を踏まえた改定がなされている（経済産業省資源エネルギー庁 地層処分研究開発調整会議, 202017)）。

さらに，実施主体からは，サイト調査から処分場の設計・建設・操業・閉鎖，さらには閉鎖後の長期間にわ

たる安全確保に関し，これまでに蓄積された科学的知見や技術を統合して包括的に説明した「包括的技

術報告書」が 2021 年 2 月に公表された（原子力発電環境整備機構, 202118)）。 

第 3 期中長期目標期間開始時点においては，国による申し入れや自治体からの応募等もなされてお

らず，特定の地質やサイト（テクトニックセッティング）も選定されていなかったことから，第 3 期中長期目標

期間においては上述の動向も踏まえつつ，高レベル放射性廃棄物の地層処分事業におけるサイト調査・

設計や国の安全規制における安全審査基本指針等の検討・策定に研究成果を反映できるよう，概要調

査等に必要となる，①自然現象に関する過去の記録や現在の状況を調査するための体系的な技術の整

備（調査技術の開発・体系化），変動シナリオを考慮した安全評価の基盤となる，②将来の自然現象に伴

う地質環境の変化を予測・評価するための手法の整備（長期予測・影響評価モデルの開発）のほか，③

最先端の分析装置等を用いた放射年代測定や鍵層の高分解能同定法等による編年技術の高度化（年

代測定技術の開発）の三つのカテゴリーで研究開発を進めてきた。本報は，これら三つのカテゴリーに従

い，第 3 期中長期目標期間の 6 年目である令和 2 年度の研究成果を取りまとめた報告書であり，それぞ

れの研究において科学的・技術的背景を解説するとともに，課題を克服するための実施内容，研究成果，

今後の課題等について報告する。 
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ープ, 201413)）が取りまとめられた。その結果，地層処分にとって好ましい地質環境特性を有する地域が

我が国にも存在することが改めて示されるとともに，地層処分の技術的信頼性の向上に向けて，今後の
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さらには関係研究機関や大学等で行われている研究の動向等も踏まえて，「地質環境の長期安定性に

関する研究」基本計画－第 3 期中長期計画（梅田ほか, 201514)）を策定した。その後，平成 29 年 7 月に

は「科学的特性マップ」（経済産業省資源エネルギー庁, 201715)）が公表されるとともに，平成 30 年 3 月に

はその作成や提示の際の検討等を踏まえて整理された研究課題が「地層処分研究開発に関する全体計
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として示されている。本計画は，令和 2 年 3 月に各課題に対する取り組みの状況やそれまでの研究成果

を踏まえた改定がなされている（経済産業省資源エネルギー庁 地層処分研究開発調整会議, 202017)）。

さらに，実施主体からは，サイト調査から処分場の設計・建設・操業・閉鎖，さらには閉鎖後の長期間にわ
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第 3 期中長期目標期間開始時点においては，国による申し入れや自治体からの応募等もなされてお

らず，特定の地質やサイト（テクトニックセッティング）も選定されていなかったことから，第 3 期中長期目標

期間においては上述の動向も踏まえつつ，高レベル放射性廃棄物の地層処分事業におけるサイト調査・

設計や国の安全規制における安全審査基本指針等の検討・策定に研究成果を反映できるよう，概要調
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代測定技術の開発）の三つのカテゴリーで研究開発を進めてきた。本報は，これら三つのカテゴリーに従

い，第 3 期中長期目標期間の 6 年目である令和 2 年度の研究成果を取りまとめた報告書であり，それぞ

れの研究において科学的・技術的背景を解説するとともに，課題を克服するための実施内容，研究成果，

今後の課題等について報告する。 
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2. 研究成果の概要 

「調査技術の開発・体系化」においては，候補地が有する地質環境が最終処分法による段階的な処分

地の選定要件や国の安全規制で求められる要件等に適合するか否かを判断するための情報（データ）を，

概要調査等を通じて取得するための技術基盤を整備することを目的とする。本報では，この調査技術の

開発・体系化として進めている次の研究開発課題のうち，特に進捗のある個別の成果を報告する。 

① 断層の活動性に係る調査技術 
② 地殻構造の高空間分解能イメージング技術 
③ 深部流体の分布に関する調査技術 

①断層の活動性に係る調査技術では，断層内物質への適用事例が未だ知られていない長石の赤外

光ルミネッセンス（IRSL：Infrared Stimulated Luminescence）法による検討を行った注 1)。②地殻構造の高

空間分解能イメージング技術では，将来の火山活動に関与する流体の分布を把握するための地震波ト

モグラフィー解析に必要な地震データ（マントル内を伝播する近地・遠地地震波）の収集・解析を行った注 1)。

③深部流体の分布に関する調査技術では，深部流体の湧出が示唆される地域を事例として流体包有物

解析と熱年代解析を実施し，深部流体の熱的特徴について検討した注 1)。 

「長期予測・影響評価モデルの開発」では，自然現象を発端とする様々な地質環境への影響に係るシ

ナリオについて，そのシナリオの発生可能性や地質環境の変動幅を予測結果に内在する不確実性を含

めて示すための手法の整備を目的としている。これらは，変動シナリオを考慮した安全評価と密接に関連

する。本報では，長期予測・影響評価モデルの開発として進めている次の研究開発課題のうち，特に進

捗のある個別の成果を報告する。 

① 稀頻度自然現象による地質環境への影響の評価技術 
② 時間スケールに応じた地圏環境変動の予測技術 

①稀頻度自然現象による地質環境への影響の評価技術では，2011 年東北沖地震後に長期間にわた

り湧水が発生しているいわき地域を事例とし，S 波スプリッティング解析によって，同地域におけるクラック

方向の特異性や東北沖地震前後の変化を示唆する情報に乏しいことを明らかにするとともに，湧水地点

付近の地下水賦存状態に関する情報を得られる可能性を示した注 1)。②時間スケールに応じた地圏環境

変動の予測技術では，穿入蛇行跡である環流旧河谷で掘削調査を行った結果，過去の河川の高さの指

標となる旧流路堆積物を採取することができ，隆起・下刻速度の算出に向けての足がかりを得た注 1)。 

「年代測定技術の開発」では，将来予測の科学的基盤となる過去の断層運動・火山活動が発生した時

期や隆起・侵食の速度等を精度良く把握するための放射年代測定法を含めた編年技術を整備すること

を目的としている。本報では，年代測定技術の開発として進めている次の研究開発課題のうち，特に進捗

のある個別の成果を報告する。 

① ウラン系列放射年代測定法の実用化 
② 光ルミネッセンス（OSL）年代測定法の実用化 

 

注 1) 本課題では，平成 30 年度～令和 2 年度高レベル放射性廃棄物等の地層処分に関する技術開発事

業（地質環境長期安定性評価技術高度化開発）として，経済産業省資源エネルギー庁から原子力機構

が受託して実施した成果（原子力機構・電力中央研究所, 20191), 20202), 20213)）の一部を使用した。 
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③ アルミニウム-26（26Al）年代測定法，塩素-36（36Cl）年代測定法，ヨウ素-129（129I）年代測定法の実

用化 
④ 高分解能のテフラ同定手法の開発 
⑤ 地質試料を対象とした年代測定法及び化学分析手法の高度化 

①ウラン系列放射年代測定法の実用化では，地質試料への適用例を積み重ねることで，これまでに整

備したジルコンや炭酸塩鉱物を対象とするウラン・鉛（U-Pb）年代測定技術のデータの信頼性の向上と分

析精度の向上を図った。②光ルミネッセンス（OSL）年代測定法の実用化では，侵食速度が中程度（0.1
～1.0 mm/yr 程度）の地域に対する大深度ボーリングコアを利用した光ルミネッセンス（OSL：Optically 
Stimulated Luminescence）熱年代法の適用可能性を評価した。③アルミニウム-26（26Al）年代測定法，塩

素-36（36Cl）年代測定法，ヨウ素-129（129I）年代測定法の実用化では，加速器質量分析装置を用いた
36Cl 年代測定法の実用化に向けて，高同位体比の測定を達成した。④高分解能のテフラ同定手法の開

発では，令和 2 年度までに整備した技術を用いて，種々の火山灰試料の分析を行い，引き続き分析手法

の妥当性や精度を評価した。⑤地質試料を対象とした年代測定法及び化学分析手法の高度化では，携

帯型成分分析装置を用いた化学成分の定量手法について検討し，断層岩や堆積物等の天然試料への

適用性評価を進めた。 
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2. 研究成果の概要 

「調査技術の開発・体系化」においては，候補地が有する地質環境が最終処分法による段階的な処分

地の選定要件や国の安全規制で求められる要件等に適合するか否かを判断するための情報（データ）を，

概要調査等を通じて取得するための技術基盤を整備することを目的とする。本報では，この調査技術の

開発・体系化として進めている次の研究開発課題のうち，特に進捗のある個別の成果を報告する。 

① 断層の活動性に係る調査技術 
② 地殻構造の高空間分解能イメージング技術 
③ 深部流体の分布に関する調査技術 

①断層の活動性に係る調査技術では，断層内物質への適用事例が未だ知られていない長石の赤外

光ルミネッセンス（IRSL：Infrared Stimulated Luminescence）法による検討を行った注 1)。②地殻構造の高

空間分解能イメージング技術では，将来の火山活動に関与する流体の分布を把握するための地震波ト

モグラフィー解析に必要な地震データ（マントル内を伝播する近地・遠地地震波）の収集・解析を行った注 1)。

③深部流体の分布に関する調査技術では，深部流体の湧出が示唆される地域を事例として流体包有物

解析と熱年代解析を実施し，深部流体の熱的特徴について検討した注 1)。 

「長期予測・影響評価モデルの開発」では，自然現象を発端とする様々な地質環境への影響に係るシ

ナリオについて，そのシナリオの発生可能性や地質環境の変動幅を予測結果に内在する不確実性を含

めて示すための手法の整備を目的としている。これらは，変動シナリオを考慮した安全評価と密接に関連

する。本報では，長期予測・影響評価モデルの開発として進めている次の研究開発課題のうち，特に進

捗のある個別の成果を報告する。 

① 稀頻度自然現象による地質環境への影響の評価技術 
② 時間スケールに応じた地圏環境変動の予測技術 

①稀頻度自然現象による地質環境への影響の評価技術では，2011 年東北沖地震後に長期間にわた

り湧水が発生しているいわき地域を事例とし，S 波スプリッティング解析によって，同地域におけるクラック

方向の特異性や東北沖地震前後の変化を示唆する情報に乏しいことを明らかにするとともに，湧水地点

付近の地下水賦存状態に関する情報を得られる可能性を示した注 1)。②時間スケールに応じた地圏環境

変動の予測技術では，穿入蛇行跡である環流旧河谷で掘削調査を行った結果，過去の河川の高さの指

標となる旧流路堆積物を採取することができ，隆起・下刻速度の算出に向けての足がかりを得た注 1)。 

「年代測定技術の開発」では，将来予測の科学的基盤となる過去の断層運動・火山活動が発生した時

期や隆起・侵食の速度等を精度良く把握するための放射年代測定法を含めた編年技術を整備すること

を目的としている。本報では，年代測定技術の開発として進めている次の研究開発課題のうち，特に進捗

のある個別の成果を報告する。 

① ウラン系列放射年代測定法の実用化 
② 光ルミネッセンス（OSL）年代測定法の実用化 

 

注 1) 本課題では，平成 30 年度～令和 2 年度高レベル放射性廃棄物等の地層処分に関する技術開発事

業（地質環境長期安定性評価技術高度化開発）として，経済産業省資源エネルギー庁から原子力機構

が受託して実施した成果（原子力機構・電力中央研究所, 20191), 20202), 20213)）の一部を使用した。 

 

JAEA-Research 2021-007

- 5 -



JAEA-Research 2021-007 

- 6 - 

3. 令和 2 年度の研究成果 

3.1 調査技術の開発・体系化 

3.1.1 断層の活動性に係る調査技術 

(1) はじめに 

断層の活動性評価として最も受け入れられている手法は，断層を被覆する堆積物の年代を放射性炭

素年代測定やテフラ分析等によって明らかにし，堆積物と断層との切断関係から断層の最新活動時期を

推定する手法（上載地層法）である。しかし，ボーリングや坑道等の掘削によって地下で遭遇した基盤岩

中の断層のように，断層の最新活動時期を制約する被覆層との関係が明らかでない場合，上載地層法

によって断層の活動性を評価することが困難となる。本研究では，そのような断層にも適用できる活動性

評価手法の確立を目的として，断層内物質（断層岩や割れ目充填鉱物等）の構造地質学，鉱物学，地球

化学，年代学的解析に基づく検討を行う。 

これらの手法のうち，年代学的解析の一つとして，断層内物質中の長石を用いた IRSL（例えば，塚本, 
20181)）法の適用性の検討を石川県立大学との共同研究により平成 30 年度から実施している（原子力機

構・電力中央研究所, 20192), 20203), 20214)）。本報では，長石の IRSL 法を用いた研究開発のこれまでの

主な成果について報告する。 

(2) 当該分野に係る科学的・技術的背景 

ルミネッセンスや電子スピン共鳴（ESR：Electron Spin Resonance）年代測定による断層の活動時期の推

定は，一般に断層運動に伴い放出される熱エネルギーによってシグナルが減少またはリセットされること

を前提としている（鴈澤ほか, 20135)）。このような熱エネルギーとしては，摩擦すべりによる断層面の近傍

における急速な加熱，断層帯における熱水移動に起因する断層帯周辺部の加熱及び上部地殻内の地

温勾配に由来する熱エネルギーの放出が主に考えられる（田上ほか, 20106)）。これら熱エネルギーの放

出量の推定は，断層運動の規模に加え，周辺岩盤の諸物性や含水状態等様々な要因が寄与するため，

決して単純ではない。 

露頭で採取した試料の場合，普段は常温でシグナルが安定な領域にあると考えられるため，断層運動

時のリセット条件さえ示せれば，年代情報を得るには地下深部から採取した試料よりもむしろ好都合とい

える。また，サンプリングのしやすさという点でも有利である。ただし，熱に敏感な手法でないと断層運動

に伴うシグナルの減少・リセットを捉えることが難しくなる。 

本共同研究による予察的な検討からは，長石の IRSL 信号は，ESR 信号に比べ熱に敏感であることが

分かっている（原子力機構・電力中央研究所, 20192)）。しかしながら，長石の IRSL 法を断層内物質に対

して適用した既往の研究は未だ知られていない。本報では，この長石の IRSL 信号に着目し，天然の断

層ガウジ試料に対して長石の IRSL 法を適用した結果について報告する。 

(3) 実施内容・結果 

本研究で検討した試料は，岐阜県中津川市田瀬に位置する阿寺断層の破砕帯露頭から採取されたも

のである（図 3.1.1-1）。阿寺断層は左ずれセンスを示す活断層であり，当該露頭では，花崗岩と砂礫層

が断層を介して接している（遠田ほか, 19947)）。採取試料は 3 種類あり，断層ガウジ 2 試料（試料名：TS1
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及び TS3）と花崗岩カタクレーサイト 1 試料（試料名：TSB）である。TS1 は花崗岩カタクレーサイトに直接

接する幅約 10 cm の白色均質な断層ガウジで，加藤ほか（2015）8)の FG01 に相当する。TS3 は花崗岩岩

片を含む乳白色の断層ガウジで，加藤ほか（2015）8)の FG03 に相当する。TS1 と TS3 の間にはより最近

に発達したと見られるやや砂質な褐色の断層ガウジを挟む。一方，TSB は破断，破砕が進んでいるもの

の，断層ガウジに比べやや堅牢で花崗岩組織が保存されている。IRSL 測定のためのアルカリ長石の分

離手順については，原子力機構・電力中央研究所（2019）2)を参照されたい。測定に用いた粒径サイズは，

125～250 μm とした。 

IRSL 測定は，測定時のアシスト温度を 50 °C，75 °C，100 °C，125 °C，225 °C と連続的に上昇させ，そ

れぞれの測定温度ごとの IRSL 測定を行ういわゆる Multiple Elevated Temperature（MET）法により行った。

測定方法の詳細については，原子力機構・電力中央研究所（20203), 20214)）を参照されたい。この IRSL
測定に基づき，各試料の再生照射 IRSL 強度を Robert and Duller（2004）9)の成長線関数にフィッティング

させ，Imax（IRSL 強度の上限）及び D0（トラップ数の上限に対する許容線量）を求めた。Robert and Duller
（2004）9)の成長線関数は以下のように示される。 

Standardized IRSL (I) = I0 ＋ Imax (1 － e-D/D0)                             (1) 

ここで，IRSL (I)は IRSL 強度，I0 は任意に与えるゼロ点からの IRSL 強度のずれ（本研究では 0 を適

用），D は照射線量である。実際に測定可能な上限蓄積線量は D0 値の 2 倍程度となるので，(1)式に基

づけば，この 2D0 値から上限 IRSL 強度である I(2D0)を与えることができ，I(2D0)/Imax で計算される飽和値

は常に 0.865 となる。したがって，NI を天然の IRSL 強度とした時，NI/Imax が 0.865 を超えると飽和に達し

たとみなすことができる。 

測定の結果，断層ガウジである TS1 及び TS3 は，測定時のアシスト温度が最も低い IR50 では IRSL
強度が未飽和であったのに対し，それより温度が高い IR75，IR100，IR125，IR225 ではほとんどが飽和に

達した。一方，カタクレーサイトである TSB は，IR75，IR100，IR125，IR225 だけでなく IR50 でもほとんど

が飽和に達した（図 3.1.1-2）。IR50 の未飽和の要因が断層運動に伴う部分リセットであるとするならば，

最新の断層運動では断層ガウジしか破壊・変形・変位しなかった，あるいは，断層運動によるそれらの影

響により（IR50 が部分リセットするまで）温度上昇が生じたのは断層ガウジのみにとどまった，といった可能

性が考えられる。 

IRSL 測定の場合，時間とともに信号が減衰する anomalous fading（以下，「フェーディング」）の影響を

考慮する必要がある（Huntley and Lamothe, 200110)；Buyleart et al., 200911)）。そのため，Buylaert et al. 
（2009）11)の手法に基づき，蓄積線量の測定を終了した TS3 の試料を再利用してフェーディング率（g 値）

を決定した。実験では 30 Gy の X 線照射後，各測定温度の感度補正 IRSL 強度を測定した。放置時間

は 0，1，3.5，10，35，100，350 h とした。実験の結果，IR50，IR75，IR100，IR125，IR225 の g 値はそれぞ

れ，2.28±0.40（20)，1.32±0.89(3)，1.71±1.23(3)，2.13±0.57(8)，2.34±0.56(20)となった。括弧内は測定数

である。低温の IR50 と高温の IR225 とで誤差内でほぼ一致する g 値を示した。したがって，飽和度の違

いはフェーディングの強弱が原因ではなく，断層ガウジに低温の加熱があり，IR50 の信号が部分リセット

した可能性が考えられる（ただし，ゼロリセットではないので，IR50 から計算される IRSL 年代値が断層運

動の年代を直接反映しているとはいえない）。 

(4) 主な成果と課題 

本研究では，上載地層法が適用できない場合における断層活動性評価の新たな手法の一つとして，

断層内物質への適用事例が未だ知られていない長石の IRSL 法による検討を行った。天然の断層内物
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化学，年代学的解析に基づく検討を行う。 

これらの手法のうち，年代学的解析の一つとして，断層内物質中の長石を用いた IRSL（例えば，塚本, 
20181)）法の適用性の検討を石川県立大学との共同研究により平成 30 年度から実施している（原子力機

構・電力中央研究所, 20192), 20203), 20214)）。本報では，長石の IRSL 法を用いた研究開発のこれまでの

主な成果について報告する。 

(2) 当該分野に係る科学的・技術的背景 

ルミネッセンスや電子スピン共鳴（ESR：Electron Spin Resonance）年代測定による断層の活動時期の推

定は，一般に断層運動に伴い放出される熱エネルギーによってシグナルが減少またはリセットされること

を前提としている（鴈澤ほか, 20135)）。このような熱エネルギーとしては，摩擦すべりによる断層面の近傍

における急速な加熱，断層帯における熱水移動に起因する断層帯周辺部の加熱及び上部地殻内の地

温勾配に由来する熱エネルギーの放出が主に考えられる（田上ほか, 20106)）。これら熱エネルギーの放

出量の推定は，断層運動の規模に加え，周辺岩盤の諸物性や含水状態等様々な要因が寄与するため，

決して単純ではない。 

露頭で採取した試料の場合，普段は常温でシグナルが安定な領域にあると考えられるため，断層運動

時のリセット条件さえ示せれば，年代情報を得るには地下深部から採取した試料よりもむしろ好都合とい

える。また，サンプリングのしやすさという点でも有利である。ただし，熱に敏感な手法でないと断層運動

に伴うシグナルの減少・リセットを捉えることが難しくなる。 

本共同研究による予察的な検討からは，長石の IRSL 信号は，ESR 信号に比べ熱に敏感であることが

分かっている（原子力機構・電力中央研究所, 20192)）。しかしながら，長石の IRSL 法を断層内物質に対

して適用した既往の研究は未だ知られていない。本報では，この長石の IRSL 信号に着目し，天然の断

層ガウジ試料に対して長石の IRSL 法を適用した結果について報告する。 

(3) 実施内容・結果 

本研究で検討した試料は，岐阜県中津川市田瀬に位置する阿寺断層の破砕帯露頭から採取されたも

のである（図 3.1.1-1）。阿寺断層は左ずれセンスを示す活断層であり，当該露頭では，花崗岩と砂礫層

が断層を介して接している（遠田ほか, 19947)）。採取試料は 3 種類あり，断層ガウジ 2 試料（試料名：TS1
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質を用いた測定の結果，測定時のアシスト温度が 50 °C の場合の低温の信号において，最新の断層運

動に伴う熱履歴（部分リセット）の記録が残されている可能性を見出した。今後，他の試料への適用事例

の拡充に加え，大気環境下及び水熱条件下での人工加熱実験を行い，熱影響の及ぶ範囲やリセット時

の温度条件等をさらに明らかにしていくことが課題である。 

 

図 3.1.1-1 IRSL 測定のための試料採取位置 

右写真の露頭が左図の赤星印に位置する。左図は背景に地理院タイル（淡色地図）を用いて作成

した。 
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図 3.1.1-2 断層ガウジ（TS1，TS3）とカタクレーサイト（TSB）の Imax-NI 比較 

Imax は各試料の再生照射 IRSL 強度を Robert and Duller（2004）9)の成長線関数にフィッティングさせた

時の IRSL 強度の上限，NI は天然の IRSL 強度を示す。NI/Imax > 0.865（グラフの点線の左上の領域にプ

ロット）だと飽和に達したことになる。TSB ではほとんどの試料で飽和に達しているが，TS1 と TS3 では，

IR50 は未飽和領域にプロットされる。 
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3.1.2 地殻構造の高空間分解能イメージング技術 

(1) はじめに 

将来の地層処分システムに重大な影響を及ぼす可能性がある自然現象（例えば，断層運動，マグマ

活動）の潜在的なリスクを排除するためには，地表からの調査の段階において，地下深部における震源

断層や流体（メルトや水）等の存否や構造をあらかじめ確認しておくための調査技術が必要となる。特に，

地殻中部に存在する微小地震の集中域や地殻深部に流体等が存在するような領域の付近では，将来の

活動によって地殻浅所まで破断が進展することや，それに伴って地下深部の流体が流入する可能性も考

えられる。そのため，本項目ではこれらに関連する地下深部の不均質構造に係る技術基盤の整備を進め

る。 

地層処分システムに著しい影響を及ぼす可能性のある自然現象のうち，火山活動に伴うマグマの貫

入・噴出は，地層の物理的な隔離機能を広範囲にわたり喪失させる恐れがある。サイト選定ではその影

響範囲を回避する必要があるが，背弧域において現在火山のない場所においても，将来新たな火山が

発生する可能性を考慮すべきであることが指摘されている（総合資源エネルギー調査会 電力・ガス事業

分科会 原子力小委員会 地層処分技術ワーキンググループ, 20171)）。このような新たな火山の発生に対

しては，過去から現在までの火山活動の履歴を詳細に把握し，その時空間的な分布や活動の傾向等か

ら将来を予測するといった外挿に基づくアプローチに加えて，火山に供給する地殻深部の高温流体の有

無や分布をあらかじめ把握するといった，火山活動の成因に踏み込んだアプローチでの研究開発が進

められてきた（例えば，Asamori et al., 20102)）。しかしながら，その評価の信頼性向上の観点から，主とし

て地殻内の領域をターゲットとしたこれらの調査技術の整備に加え，上部マントルの領域も考慮した検討

の重要性が指摘されている（経済産業省資源エネルギー庁 地層処分研究開発調整会議, 20183)）。その

ため本研究では，マントル・ウェッジにおける流体の分布・移動経路の推定に最も有効と考えられる地震

波トモグラフィーの空間分解能の向上を図るための地震データの収集及び解析を行った。 

(2) 当該分野に係る科学的・技術的背景 

地震波トモグラフィーは多量の地震データを用いた逆解析（インバージョン）により地下の地震波速度

構造を推定する手法であり，内陸部の下部地殻や上部マントルに存在する部分溶融域や深部流体を検

出した事例が多く報告されている（例えば，Nakajima and Hasegawa, 20034)）。ただし，地震波速度構造の

推定に十分な数の P 波，S 波初動到達時刻データを蓄積するには，一般に数年以上の観測期間を要す

るため，定常地震観測網で観測されたデータを用いる必要がある。現在，国内では約 2,500 点もの定常

地震観測網が展開され，観測データが日々蓄積され続けている。これらは，気象庁，各国立大学，国立

研究開発法人防災科学技術研究所，国立研究開発法人海洋研究開発機構等により設置・運用されてい

る地震観測点によって構成されており，陸域に加えて海域に設置された海底地震計により記録されたデ

ータを含む。これらの観測点において記録された地震波形データは気象庁に集約され，日本列島下で

発生した地震に伴う P 波及び S 波到達時刻の読み取り及び震源決定までの処理が一元的に行われた上

で公開されており，学術的な研究等に広く利用されている。しかしながら，このように処理された気象庁一

元化検測値データは震源決定精度を重視しているため，震央距離が長距離に及ぶ到達時刻の読み取り

数が少ない。地震波トモグラフィーをマントル・ウェッジにおける不均質構造の推定に適用するためには，

このような震央距離が長距離に及ぶ地震データの検測数を拡充する必要がある。 
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(3) 実施内容・結果 

本研究では，日本列島下のマントル内を伝播する地震データ（遠地地震・近地地震及び深発地震・浅

発地震）を対象とした地震波到達時刻の検測を進めてきた。平成 30 年度～令和 2 年度の 3 年間にわた

り，547 個の地震に対し，P 波 311,702 個及び S 波 295,907 個の到達時刻データの収集を行った。一つ

の地震に対する観測データ数は，それぞれ 88～1,443 個及び 57～1,443 個である。検測を実施した地震

の震源分布を図 3.1.2-1 に示す。また，図 3.1.2-2 には走時曲線の一例を示す。これによると，震央距離

が長くなるにつれて検測精度は低下するものの，気象庁一元化検測値データに比べて長い震央距離の

ものを含む，より多くのデータが取得できたと考えられる。 

本研究で収集した地震データを地震波トモグラフィーに適用した場合に期待される空間分解能を評価

するため，チェッカーボード分解能テスト（Checkerboard Resolution Test）を実施した。この分解能テストで

は，まず解析領域内に設置したそれぞれのグリッド（格子点）に±3 %の初期速度偏差を正負交互に与え

た地震波速度構造を作成し，それに基づく理論走時を各地震－観測点ペアに対して計算した上で，検

測誤差に相当するランダムノイズを加えたデータセットを作成した。このように準備したデータセットを用い

た地震波トモグラフィーによって得られた速度構造の回復の程度により，各々の領域において十分な分

解能を有するか否かを評価することができる。 

一般に，地震波トモグラフィーの分解能は P 波に比べて S 波が劣るものの，流体分布の推定にはその

存在に敏感な S 波速度構造がよく用いられる。日本列島全域を対象とした近年の S 波トモグラフィー（例

えば，Asamori and Zhao, 20155)）では，マントル・ウェッジの分解能は 33 km（0.33°）あるいはそれよりも低

いと評価されている。本研究において，グリッド間隔を 25 km（0.25°）として解析を行った結果を図 3.1.2-
3 に示す。解析の詳細については原子力機構・電力中央研究所（2020）6)を参照されたい。この結果によ

ると，背弧域の深さ 200 km 以浅では十分に速度構造の回復が認められており，既存の研究よりも空間分

解能をさらに向上させることが期待できることを示す。 

続いて，これらのデータセットを用いてマントル・ウェッジの三次元 S 波速度構造を推定し，既存の研究

により推定されている地震波速度構造の傾向との比較によって，現状のデータセットが十分な精度を有

するか否かを検討した。解析では，Zhao et al. （19947), 20128)）による近地地震及び遠地地震データの同

時インバージョンによる地震波トモグラフィー法に，本研究で収集した S 波到達時刻データを適用するこ

とで，深さ 700 km までの三次元 S 波速度構造モデルを推定した。解析に用いた初期地震波速度モデル

は iasp91（Kennett and Engdahl, 19919)）を基本とし，厚さ 90 km の太平洋スラブ（S 波速度偏差；+6 %）を

考慮した。また，地殻内については Zhao et al. （1992）10)及び藤原ほか（2009）11)による地震波速度モデ

ルを採用した。なお，本解析におけるグリッド間隔は，水平方向に約 33 km（0.33°），鉛直方向には 15～

30 km とした。 

本解析により得られた三次元 S 波速度偏差の各深さにおける平面図を図 3.1.2-4 に示す。これによる

と，東北日本下に沈み込む太平洋スラブが地震波高速度体としてイメージされ，それ以浅のマントル・ウ

ェッジには火山フロント直下から深部へ連続する地震波低速度体が認められる。これらはスラブの脱水に

起因し，火山に供給される流体の存在を示していると考えられるが，深くなるにつれて背弧側にシフトする

ように分布し，東北地方では深さ 160 km まで，北海道では深さ 220 km まで確認できる。一方で，西南日

本下においては，沈み込むフィリピン海スラブに対応すると考えられる地震波高速度体が少なくとも深さ

220 km まで確認できる。また，特に九州地方に沈み込むフィリピン海スラブの周囲には顕著な地震波低

速度体が認められ，それらはマントル浅部から深さ 300 km 以深まで連続するようにイメージされる。 

本解析により得られた三次元 S 波速度構造（図 3.1.2-4）は，遠地地震データを用いた既存の S 波速
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度構造（Asamori and Zhao, 20155)）及び近地地震データのみによる S 波速度構造（例えば，Zhao et al., 
199212)；Nakajima et al., 200113)；Nakajima and Hasegawa, 200714)；Huang et al., 201115)）と大局的に同様

の傾向を示す。このことは，本研究においてこれまでに蓄積した地震データが概ね妥当な精度を有して

いることを示す。 

(4) 主な成果と課題 

本研究では，将来の火山活動に関与する流体の分布を把握するための地震波トモグラフィー解析に

必要な地震データ（マントル内を伝播する近地・遠地地震波）を収集し，解析により日本列島周辺の地下

深部の大局的な流体分布を推定するとともに空間分解能を評価した。これまでに，日本列島下のマント

ル・ウェッジにおける地震波トモグラフィーの空間分解能の向上に大きく貢献するデータを収集した。これ

らを活用することにより，処分事業におけるサイトスペシフィックな観点においても，地下深部の流体分布・

移動に関する検討に供することができると考えられる。今後，後続波データ等も利用することにより，更な

る空間分解能の向上が期待される。 

  

JAEA-Research 2021-007 

- 12 - 

(3) 実施内容・結果 

本研究では，日本列島下のマントル内を伝播する地震データ（遠地地震・近地地震及び深発地震・浅

発地震）を対象とした地震波到達時刻の検測を進めてきた。平成 30 年度～令和 2 年度の 3 年間にわた

り，547 個の地震に対し，P 波 311,702 個及び S 波 295,907 個の到達時刻データの収集を行った。一つ

の地震に対する観測データ数は，それぞれ 88～1,443 個及び 57～1,443 個である。検測を実施した地震

の震源分布を図 3.1.2-1 に示す。また，図 3.1.2-2 には走時曲線の一例を示す。これによると，震央距離

が長くなるにつれて検測精度は低下するものの，気象庁一元化検測値データに比べて長い震央距離の

ものを含む，より多くのデータが取得できたと考えられる。 

本研究で収集した地震データを地震波トモグラフィーに適用した場合に期待される空間分解能を評価

するため，チェッカーボード分解能テスト（Checkerboard Resolution Test）を実施した。この分解能テストで

は，まず解析領域内に設置したそれぞれのグリッド（格子点）に±3 %の初期速度偏差を正負交互に与え

た地震波速度構造を作成し，それに基づく理論走時を各地震－観測点ペアに対して計算した上で，検

測誤差に相当するランダムノイズを加えたデータセットを作成した。このように準備したデータセットを用い

た地震波トモグラフィーによって得られた速度構造の回復の程度により，各々の領域において十分な分

解能を有するか否かを評価することができる。 

一般に，地震波トモグラフィーの分解能は P 波に比べて S 波が劣るものの，流体分布の推定にはその

存在に敏感な S 波速度構造がよく用いられる。日本列島全域を対象とした近年の S 波トモグラフィー（例

えば，Asamori and Zhao, 20155)）では，マントル・ウェッジの分解能は 33 km（0.33°）あるいはそれよりも低

いと評価されている。本研究において，グリッド間隔を 25 km（0.25°）として解析を行った結果を図 3.1.2-
3 に示す。解析の詳細については原子力機構・電力中央研究所（2020）6)を参照されたい。この結果によ

ると，背弧域の深さ 200 km 以浅では十分に速度構造の回復が認められており，既存の研究よりも空間分

解能をさらに向上させることが期待できることを示す。 

続いて，これらのデータセットを用いてマントル・ウェッジの三次元 S 波速度構造を推定し，既存の研究

により推定されている地震波速度構造の傾向との比較によって，現状のデータセットが十分な精度を有

するか否かを検討した。解析では，Zhao et al. （19947), 20128)）による近地地震及び遠地地震データの同

時インバージョンによる地震波トモグラフィー法に，本研究で収集した S 波到達時刻データを適用するこ

とで，深さ 700 km までの三次元 S 波速度構造モデルを推定した。解析に用いた初期地震波速度モデル

は iasp91（Kennett and Engdahl, 19919)）を基本とし，厚さ 90 km の太平洋スラブ（S 波速度偏差；+6 %）を

考慮した。また，地殻内については Zhao et al. （1992）10)及び藤原ほか（2009）11)による地震波速度モデ

ルを採用した。なお，本解析におけるグリッド間隔は，水平方向に約 33 km（0.33°），鉛直方向には 15～

30 km とした。 

本解析により得られた三次元 S 波速度偏差の各深さにおける平面図を図 3.1.2-4 に示す。これによる

と，東北日本下に沈み込む太平洋スラブが地震波高速度体としてイメージされ，それ以浅のマントル・ウ

ェッジには火山フロント直下から深部へ連続する地震波低速度体が認められる。これらはスラブの脱水に

起因し，火山に供給される流体の存在を示していると考えられるが，深くなるにつれて背弧側にシフトする

ように分布し，東北地方では深さ 160 km まで，北海道では深さ 220 km まで確認できる。一方で，西南日

本下においては，沈み込むフィリピン海スラブに対応すると考えられる地震波高速度体が少なくとも深さ

220 km まで確認できる。また，特に九州地方に沈み込むフィリピン海スラブの周囲には顕著な地震波低

速度体が認められ，それらはマントル浅部から深さ 300 km 以深まで連続するようにイメージされる。 

本解析により得られた三次元 S 波速度構造（図 3.1.2-4）は，遠地地震データを用いた既存の S 波速
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図 3.1.2-1 検測対象とした地震の震源分布 

丸は カラースケールで示す深さで発生した地震の震源を表す。四角及び星印は地震観測点及び図 
3.1.2-2 に示す走時曲線例の震央を表す。 

 

 
図 3.1.2-2 P 波及び S 波検測値による走時曲線の例 

P 波検測精度 A，B 及び C は，それぞれ 0.05 秒以下，0.05～0.25 秒，0.25 秒以上を示す。S 波検測

精度 A，B 及び C は，それぞれ 0.10 秒以下，0.10～0.50 秒，0.50 秒以上を示す。 
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図 3.1.2-3 分解能テストの結果（水平方向のグリッド間隔は 25 km） 

 

JAEA-Research 2021-007 

- 14 - 

 
図 3.1.2-1 検測対象とした地震の震源分布 

丸は カラースケールで示す深さで発生した地震の震源を表す。四角及び星印は地震観測点及び図 
3.1.2-2 に示す走時曲線例の震央を表す。 

 

 
図 3.1.2-2 P 波及び S 波検測値による走時曲線の例 

P 波検測精度 A，B 及び C は，それぞれ 0.05 秒以下，0.05～0.25 秒，0.25 秒以上を示す。S 波検測

精度 A，B 及び C は，それぞれ 0.10 秒以下，0.10～0.50 秒，0.50 秒以上を示す。 

JAEA-Research 2021-007

- 15 -



JAEA-Research 2021-007 

- 16 - 

 

図 3.1.2-4 近地地震及び遠地地震を同時に用いた地震波トモグラフィーによる S 波速度偏差分布 
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3.1.3 深部流体の分布に関する調査技術 

(1) はじめに 

地層処分システムが長期的に安全機能を発揮するためには，地層処分の場となる地質環境に期待さ

れる閉じ込め機能の観点から，好ましい地質環境特性が長期にわたって維持されることが重要となる。変

動帯に位置する我が国においては，これに関わる自然現象として，火山・火成活動，地震活動・断層運

動，隆起・侵食が従来より着目されてきた。しかしながら，「最新の科学的知見に基づく地層処分技術の

再評価」（総合資源エネルギー調査会 電力・ガス事業分科会 原子力小委員会 地層処分技術ワーキン

ググループ, 20141)）では，地層処分システムにおける閉じ込め機能の喪失につながる事象の一つとして，

「火山性熱水や深部流体の移動・流入」が挙げられ，深部流体に対する考慮の必要性が新たに指摘され

ている。このうち沈み込むスラブやマントル起源の流体が断裂系等を通じて地表付近に上昇する深部流

体（産業技術総合研究所, 20122)）については，pH が低く炭酸化学種が高濃度に含まれる等の特徴があ

り，温度が高い場合には熱環境への影響も考慮すべきであると指摘されている。そのため，これらが流入

する範囲では地質環境として好ましくない熱環境や化学場が生成される可能性があり，概要調査等にお

いてその影響を排除することが望ましいとされている（総合資源エネルギー調査会 電力・ガス事業分科

会 原子力小委員会 地層処分技術ワーキンググループ, 20141)）。このことから平成 30 年度から令和 2
年度にかけて，深部流体の熱的特徴（温度，滞留時間，熱的影響範囲等）に係る知見を蓄積するため，

深部流体の流入が高温の温泉の湧出等に関与していると指摘されている紀伊半島を事例とした熱年代

解析を実施した。 

(2) 当該分野に係る科学的・技術的背景 

我が国には，常磐地域，能登半島，新潟平野，紀伊半島等，非火山地帯にもかかわらず高温の温泉

が湧出している地域がいくつか存在する（産業技術総合研究所地質調査総合センター編, 20043)）。この

うち紀伊半島には，湯の峰（92 °C）や白浜（78 °C）等といった，前弧域としては特異な高温の温泉が存在

する（産業技術総合研究所地質調査総合センター編, 20054)）。紀伊半島の温泉井及び掘削井における

地化学調査の結果（新エネルギー・産業技術総合開発機構, 19945)）によると，深部からの熱水（約 210 °C）

の上昇により，深度 1,500 m で 100～180 °C，地表では最大 92 °C の温泉が自噴していると報告されてい

る（西村, 20016)）。また，これらの熱水の起源については，温泉水の同位体組成のほか，低周波地震の分

布，地震波速度構造，比抵抗構造といった地球化学・物理学的な情報から，フィリピン海スラブから脱水

した流体が関与していると指摘されている（例えば，Umeda et al., 20067)；Morikawa et al., 20168)）。 

こうした高温の流体が地殻中に滞留した場合，その温度や滞留時間に応じて周囲の岩盤は加熱を受

けるが，このような岩石が被った温度履歴を知るために有効な手法の一つに熱年代学の手法を挙げるこ

とができる。通常の放射年代測定は，不安定な親核種が放射壊変を経て安定な娘核種に変化することを

利用して，親と娘の比から試料の年代を求める。しかし，娘核種が希ガスのような移動しやすい核種の場

合，高温環境では娘核種が拡散し試料中に保持されないため，見掛け上若い年代が得られることがある。

この時の年代の若返りやすさは，使用する年代測定手法（娘核種）と，対象とする鉱物（媒質）の組み合わ

せに固有である。また，各手法・鉱物について，年代の若返りの程度は，温度と時間の関数（カイネティッ

クモデル）として記述できる（例えば，Reiners, 20099)）。そのため，どの手法・鉱物から，どれくらい若い年

代が得られたかを調べることにより，試料が経験した温度履歴を復元できる。なおこの時，別の手法により

加熱温度を独立に推定できれば，加熱時間を制約できる可能性がある。そこで本研究では，熱水脈の流

体包有物解析（佐脇, 200310)）から熱水温度を推定し，熱水脈の周囲の母岩の熱年代解析から熱水の滞
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留時間等を推定することを試みた。 

(3) 実施内容・結果 

和歌山県田辺市本宮町平治川にみられる熱水脈露頭 3 地点を対象として，流体包有物解析と熱年代

解析による熱的特徴の推定を行った（図 3.1.3-1）。いずれの露頭でも幅数十 cm の熱水脈から流体包有

物解析用の試料を採取し，熱水脈からの距離に応じて周囲の母岩（四万十帯音無川層群の砂岩）から 4
～5 点を熱年代解析用に採取した。加えて，熊野酸性岩類の露頭が近くにみられたため，貫入時の熱影

響を評価するため，U-Pb 年代測定用の試料を 1 点採取した。流体包有物の解析は，地熱エンジニアリン

グ（株）で実施した。熱年代解析のうち，アパタイトフィッション・トラック（AFT：Apatite Fission Track）法，ジ

ルコン FT 法，ジルコン U-Pb 法の分析は（株)京都フィッション・トラックに依頼した。ウラン・トリウム・ヘリウ

ム（(U-Th)/He）法の実験については，娘核種（ヘリウム-4：4He）の定量は菅野ほか（2021）11)の方法により

東濃地科学センターで行われ，親核種（ウラン-238：238U，ウラン-235：235U，トリウム-232：232Th）の定量は

Evans et al. （2005）12)の手順にしたがって豪・メルボルン大学で行われた。熊野酸性岩類試料のジルコン

U-Pb 年代測定は，東濃地科学センターのレーザーアブレーション付き誘導結合プラズマ（LA-ICP：Laser 
Ablation-Inductively Coupled Plasma）質量分析装置で行った。 

流体包有物解析の結果，3 地点の熱水脈露頭のうち，HJG1-F では 140～145 °C（n=3），HJG2-F では

110～216 °C（n=10）の均質化温度が推定された（表 3.1.3-1）。結晶成長に伴って捕獲された流体である

初生包有物に限ると，HJG1-F は 144～145 °C，HJG2-F は 195～211 °C とまとまりの良い値を示した。こ

れらの温度は，それぞれの地点の熱水脈を形成した熱水活動の到達温度を示すと考えられる。なお，

HJG4-F では包有物の存在は確認できたが，熱水脈の透明度が低かったため，均質化温度等の測定に

は至らなかった。 

熱年代解析の結果を図 3.1.3-2 に示す。被熱への感度が異なる 4 種類の手法を用いたが，いずれの
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間が短すぎて年代を若返らせるに至らなかったと考えられる。後者の場合，滞留時間の上限は，150 °C
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3.1.3 深部流体の分布に関する調査技術 

(1) はじめに 

地層処分システムが長期的に安全機能を発揮するためには，地層処分の場となる地質環境に期待さ

れる閉じ込め機能の観点から，好ましい地質環境特性が長期にわたって維持されることが重要となる。変

動帯に位置する我が国においては，これに関わる自然現象として，火山・火成活動，地震活動・断層運

動，隆起・侵食が従来より着目されてきた。しかしながら，「最新の科学的知見に基づく地層処分技術の

再評価」（総合資源エネルギー調査会 電力・ガス事業分科会 原子力小委員会 地層処分技術ワーキン

ググループ, 20141)）では，地層処分システムにおける閉じ込め機能の喪失につながる事象の一つとして，

「火山性熱水や深部流体の移動・流入」が挙げられ，深部流体に対する考慮の必要性が新たに指摘され

ている。このうち沈み込むスラブやマントル起源の流体が断裂系等を通じて地表付近に上昇する深部流

体（産業技術総合研究所, 20122)）については，pH が低く炭酸化学種が高濃度に含まれる等の特徴があ

り，温度が高い場合には熱環境への影響も考慮すべきであると指摘されている。そのため，これらが流入

する範囲では地質環境として好ましくない熱環境や化学場が生成される可能性があり，概要調査等にお

いてその影響を排除することが望ましいとされている（総合資源エネルギー調査会 電力・ガス事業分科

会 原子力小委員会 地層処分技術ワーキンググループ, 20141)）。このことから平成 30 年度から令和 2
年度にかけて，深部流体の熱的特徴（温度，滞留時間，熱的影響範囲等）に係る知見を蓄積するため，

深部流体の流入が高温の温泉の湧出等に関与していると指摘されている紀伊半島を事例とした熱年代

解析を実施した。 

(2) 当該分野に係る科学的・技術的背景 

我が国には，常磐地域，能登半島，新潟平野，紀伊半島等，非火山地帯にもかかわらず高温の温泉

が湧出している地域がいくつか存在する（産業技術総合研究所地質調査総合センター編, 20043)）。この

うち紀伊半島には，湯の峰（92 °C）や白浜（78 °C）等といった，前弧域としては特異な高温の温泉が存在

する（産業技術総合研究所地質調査総合センター編, 20054)）。紀伊半島の温泉井及び掘削井における

地化学調査の結果（新エネルギー・産業技術総合開発機構, 19945)）によると，深部からの熱水（約 210 °C）

の上昇により，深度 1,500 m で 100～180 °C，地表では最大 92 °C の温泉が自噴していると報告されてい

る（西村, 20016)）。また，これらの熱水の起源については，温泉水の同位体組成のほか，低周波地震の分

布，地震波速度構造，比抵抗構造といった地球化学・物理学的な情報から，フィリピン海スラブから脱水

した流体が関与していると指摘されている（例えば，Umeda et al., 20067)；Morikawa et al., 20168)）。 

こうした高温の流体が地殻中に滞留した場合，その温度や滞留時間に応じて周囲の岩盤は加熱を受

けるが，このような岩石が被った温度履歴を知るために有効な手法の一つに熱年代学の手法を挙げるこ

とができる。通常の放射年代測定は，不安定な親核種が放射壊変を経て安定な娘核種に変化することを

利用して，親と娘の比から試料の年代を求める。しかし，娘核種が希ガスのような移動しやすい核種の場

合，高温環境では娘核種が拡散し試料中に保持されないため，見掛け上若い年代が得られることがある。

この時の年代の若返りやすさは，使用する年代測定手法（娘核種）と，対象とする鉱物（媒質）の組み合わ

せに固有である。また，各手法・鉱物について，年代の若返りの程度は，温度と時間の関数（カイネティッ

クモデル）として記述できる（例えば，Reiners, 20099)）。そのため，どの手法・鉱物から，どれくらい若い年

代が得られたかを調べることにより，試料が経験した温度履歴を復元できる。なおこの時，別の手法により

加熱温度を独立に推定できれば，加熱時間を制約できる可能性がある。そこで本研究では，熱水脈の流

体包有物解析（佐脇, 200310)）から熱水温度を推定し，熱水脈の周囲の母岩の熱年代解析から熱水の滞
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の場合で 10 年程度，200 °C の場合で数か月程度と制約できる。今後はさらに検討事例を増やすことによ

って，深部流体の熱的特徴に係る知見の蓄積と，本研究で用いたアプローチの妥当性の検証を進めて

いくことが望まれる。 

 

図 3.1.3-1 紀伊半島における試料採取地点位置図 
HJG1，2，4 は熱水脈の露頭で，HJG3 は熊野酸性岩類の露頭である。背景図に地理院タイル（標準

地図）を用いて作成した。 
 

表 3.1.3-1 流体包有物測定結果 

試料名 
鉱物 

（産状） 
包有物 
の種類 

均質化温度 氷融点温度・塩濃度 

n
均質化温度 

[℃] 
n

氷融点温度 
[℃] 

塩濃度 
[wt. %NaCl]

HJG1-F 石英 
（鉱物脈） 

初生 2 144~145 0 n.a. n.a. 
二次 1 140 0 n.a. n.a. 

HJG2-F 石英 
（鉱物脈） 

初生 2 195~211 1 -5.0 7.9 
二次 8 110~216 5 -5.0~-0.4 0.7~7.9 

HJG4-F 石英 
（水晶片） 

初生 0 n.a. 0 n.a. n.a. 
二次 0 n.a. 0 n.a. n.a. 

 
包有物の種類は，Roedder（1984）13)の基準にしたがって判定した。塩濃度（NaCl 相当量）は Bodnar 

（1993）14)に基づいて算出した。測定精度は均質化温度で±0.1 °C，氷融点温度で±0.3 °C である。 
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図 3.1.3-2 熱年代データ vs 熱水脈からの距離 
エラーバーの範囲は，FT 年代は 1σ，U-Pb 年代は 2σ，FT 長は 1 標準誤差を表す。(U-Th)/He 年代は

単粒子年代をプロットしており，誤差は 1σ である。熱水脈からの距離は，熱水脈及び露頭面の走向・傾

斜を補正した値である。 

 

図 3.1.3-3 AFT 年代が若返らない温度・時間条件 
Ketcham et al. （2007）15)のカイネティックモデルを用いて作成した。FA は Fanning Arrenius モデル，FC

は fanning curvlinear モデルで，r=0.93 は年代が若返らない条件，r=0.55 は年代が完全に若返る条件の

境界線をそれぞれ表す。 
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3.2 長期予測・影響評価モデルの開発 

3.2.1 稀頻度自然現象による地質環境への影響の評価技術 

(1) はじめに 

2011 年 3 月 11 日に発生した東北沖地震及び福島第一原子力発電所の事故は，数百年から数千年

を超える時間間隔で発生する巨大地震・津波といったそれまでの原子力安全では想定していなかった自

然現象のリスクを再認識させた。また，これに伴い我が国の原子力政策や地層処分技術に関する研究開

発を取り巻く状況は大きく変化した。このような背景のもとで示された「高レベル放射性廃棄物の処分につ

いて（回答）」（日本学術会議, 20121)）では，この地震に伴って生じた地殻変動等の自然現象に関して，

今後の調査研究によって明らかになるであろう科学的知見は，高レベル放射性廃棄物の処分において

確実に考慮されるべきであると指摘されている。 

東北沖地震では，その発生に伴って内陸地震が活発化した地域や 1 m 以上の沈降を生じた地域も現

れた。また，地殻応力場・ひずみ場の変化に起因する内陸地震の活動度や地下水位の変化が観測され

るとともに，東北沖地震の 1 か月後に発生した福島県浜通り地震（Mj 7.0）に伴う顕著な湧水は数年間以

上継続している（佐藤, 20152)；Sato et al., 20203)）。このような東北沖地震後の観測等によって得られつつ

ある科学的知見も踏まえて取りまとめられた「最新の科学的知見に基づく地層処分技術の再評価」（総合

資源エネルギー調査会 電力・ガス事業分科会 原子力小委員会 地層処分技術ワーキンググループ, 
20144)）では，今後の地層処分事業の取り組みと並行して進めるべき研究開発の一つとして，東北沖地震

後に誘発された地震や湧水（例えば，2011 年 4 月 11 日の福島県浜通り地震）に関する調査事例の蓄積

の必要性が示されている。 

地層処分システムにおける閉じ込め機能の喪失につながる事象の一つとして，「断層のずれに伴う透

水性の増加」による水理場や化学場の変動が指摘されているが（総合資源エネルギー調査会 電力・ガ

ス事業分科会 原子力小委員会 地層処分技術ワーキンググループ, 20144)），長期間の湧水といった事

象の発生可能性やそれを加味した安全評価を適切に行うためには，次項に述べるように，流入する可能

性のある流体の賦存状況と移動経路を把握することが有用であろうと考えられる。そのため本研究では，

過去に同様の事象が生じた松代群発地震を事例として，流体の賦存域やその移動経路に係る情報を得

ることで，流体賦存域の存在等がこれらの評価の指標となり得る可能性を検討してきた。令和 2 年度は，

地殻深部に深部流体が見出されている（Umeda et al., 20155)）福島県浜通り地震震源域周辺のいわき地

域において，流体の移動経路に関する検討を実施した。 

(2) 当該分野に係る科学的・技術的背景 

1946 年南海地震（川辺, 19916)）や 1995 年兵庫県南部地震（佐藤・高橋, 19977)）等，比較的規模の大

きい地震が発生した際には，その震源域を含む広域的な範囲で，地下水位や間隙水圧の変化がしばし

ば観測される。また，震源域の近傍では数か月から数年間に及ぶ顕著な湧水が認められることがある。こ

のような地震に伴って生じる湧水のメカニズムについては，地震の発生（断層運動）に伴う静的な地殻応

力（地殻ひずみ）の変化のほか，地震波の通過（動的な地殻応力・ひずみの変化）や断層の変位に伴う

透水性の変化等が指摘されており，特に後者によって生じた場合の湧水の起源としては，周辺の山体に

おける地下水の解放や地下深部を起源とする流体の上昇等が指摘されている（例えば，Manga and 
Wang, 20158)）。このうち湧水の発生が地下深部からの流体上昇に起因する場合は，水質の顕著な変化
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や長期間に及ぶ湧水を引き起こす可能性が指摘されている（佐藤, 20152)）。 

このような知見に基づけば，地震に伴う長期間の湧水が生じる可能性や，それを考慮した安全評価を

適切に行うためには，地下深部から流入する可能性のある流体の賦存域の有無や分布及び移動経路を

あらかじめ把握しておくことが有効であると期待される。しかしながら，地震活動に伴って生じた長期間の

湧水といった現象に対して，その供給源となった流体の賦存域や移動経路が物理探査等によって明確

に確認された事例は見当たらない。そこで平成 30 年度は，地震に伴う長期間の湧水が認められた松代

群発地震の活動域を事例として地磁気・地電流（MT：Magnetotelluric）法電磁探査による二次元比抵抗

構造の推定を行い，湧水域直下の上部地殻にマントルを起源とする流体が賦存することを示した（原子

力機構・電力中央研究所, 20199)）。さらに，令和元年度は，同領域に対する地震波トモグラフィー解析に
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速度体に対応する P 波速度偏差が，平均的なマントルの速度から-2 %程度の低速度となっていることを
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20199)）。上部地殻における流体の移動経路については，S 波スプリッティング解析に基づき，湧水域は，

松代地震断層の運動に関連する西北西－東南東方向に発達したクラックが卓越する領域と，北東－南

西方向のクラックが発達する東長野断層とが交差する領域に相当すると推測されている（原子力機構・電

力中央研究所, 202010)）。令和 2 年度には，S 波スプリッティングの再解析を行い，これらの一連の地球物

理学的検討によって，マントル最上部から地殻に至る流体賦存域及び上部地殻の流体の移動経路が確

認可能である事例として取りまとめられた（原子力機構・電力中央研究所, 202111)）。さらに令和 2 年度は，

海溝型巨大地震の発生に伴う地質環境の影響評価に関する調査事例の蓄積として，福島県浜通り地震

震源域周辺のいわき地域において，S 波スプリッティング解析による流体の移動経路に関する検討に着

手した。 

(3) 実施内容・結果 

東北沖地震の発生後，福島県浜通りから茨城県北部にわたる地域で地殻内の群発地震活動が活発

化した（気象庁地震予知情報課・気象庁気象研究所, 201112)）。2011 年 4 月 11 日には，同地域で東北東

－西南西方向に伸長軸を持つ正断層型の福島県浜通り地震（Mw 6.6）が発生した。この地震の後，いわ

き市内の数か所で始まった地下水の異常な湧き出しは，湧出量の変化を伴いながら 2018 年以降も継続

しており，こうした長期にわたる湧出の理由は不明で前例がないとされている（Sato et al., 20203)）。そこで，

湧水と深部流体の移動経路の関連性を検討するために，いわき地域周辺で発生した東北沖地震前後の

地震データを用いて S 波スプリッティング解析を実施した。東北地震前のデータは 2004 年 4 月 28 日か

ら 2011 年 1 月 6 日までに深さ 30 km 以浅で起きた Mj 1.5～3.2 の 675 個（図 3.2.1-1），東北地震後のデ

ータは 2011 年 6 月 1 日から 2011 年 12 月 30 日までに深さ 30 km 以浅で起きた Mj 1.5～1.9 の 4,159
個である（図 3.2.1-2）。前者のマグニチュードの上限は解析に十分な地震数を確保する目的で大きくなっ

ている。これらのデータに対し，Silver and Chan（1991）13)による解析手法を適用し，各地震観測点におけ

る速い S 波の振動方向（φ）と，速い S 波が到達してから遅い S 波が到達するまでの時間差（dt）を求めた。

さらに，東北地震後のデータについては，dt を震源距離で除した距離規格化 dt 値を観測点ごとに比較し

た（図 3.2.1-3）。S 波スプリッティング解析の結果，東北沖地震後に生じた湧水の分布する沿岸域の観測

点では，速い S 波の振動方向（φ）は海溝に対して概ね平行である（図 3.2.1-1, 2）。そして地震前後の φ
の向きは，東北沖地震前のデータ数が少ないながらも，顕著な変化はないように見える。太平洋沿岸域

で，φ が海溝と概ね平行な向きに分布する傾向は，東北日本弧の前弧域全体に認められており（Iidaka 
and Obara, 201314)；Iidaka et al., 201415)），今回の解析結果はこれと調和的である。すなわち，現時点では

いわき地域が前弧域のなかで特異である根拠は見いだせないと判断される。速い S 波の振動方向（φ）は，
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3.2 長期予測・影響評価モデルの開発 

3.2.1 稀頻度自然現象による地質環境への影響の評価技術 

(1) はじめに 

2011 年 3 月 11 日に発生した東北沖地震及び福島第一原子力発電所の事故は，数百年から数千年

を超える時間間隔で発生する巨大地震・津波といったそれまでの原子力安全では想定していなかった自

然現象のリスクを再認識させた。また，これに伴い我が国の原子力政策や地層処分技術に関する研究開

発を取り巻く状況は大きく変化した。このような背景のもとで示された「高レベル放射性廃棄物の処分につ

いて（回答）」（日本学術会議, 20121)）では，この地震に伴って生じた地殻変動等の自然現象に関して，

今後の調査研究によって明らかになるであろう科学的知見は，高レベル放射性廃棄物の処分において

確実に考慮されるべきであると指摘されている。 

東北沖地震では，その発生に伴って内陸地震が活発化した地域や 1 m 以上の沈降を生じた地域も現

れた。また，地殻応力場・ひずみ場の変化に起因する内陸地震の活動度や地下水位の変化が観測され

るとともに，東北沖地震の 1 か月後に発生した福島県浜通り地震（Mj 7.0）に伴う顕著な湧水は数年間以

上継続している（佐藤, 20152)；Sato et al., 20203)）。このような東北沖地震後の観測等によって得られつつ

ある科学的知見も踏まえて取りまとめられた「最新の科学的知見に基づく地層処分技術の再評価」（総合

資源エネルギー調査会 電力・ガス事業分科会 原子力小委員会 地層処分技術ワーキンググループ, 
20144)）では，今後の地層処分事業の取り組みと並行して進めるべき研究開発の一つとして，東北沖地震

後に誘発された地震や湧水（例えば，2011 年 4 月 11 日の福島県浜通り地震）に関する調査事例の蓄積

の必要性が示されている。 

地層処分システムにおける閉じ込め機能の喪失につながる事象の一つとして，「断層のずれに伴う透

水性の増加」による水理場や化学場の変動が指摘されているが（総合資源エネルギー調査会 電力・ガ

ス事業分科会 原子力小委員会 地層処分技術ワーキンググループ, 20144)），長期間の湧水といった事

象の発生可能性やそれを加味した安全評価を適切に行うためには，次項に述べるように，流入する可能

性のある流体の賦存状況と移動経路を把握することが有用であろうと考えられる。そのため本研究では，

過去に同様の事象が生じた松代群発地震を事例として，流体の賦存域やその移動経路に係る情報を得

ることで，流体賦存域の存在等がこれらの評価の指標となり得る可能性を検討してきた。令和 2 年度は，

地殻深部に深部流体が見出されている（Umeda et al., 20155)）福島県浜通り地震震源域周辺のいわき地

域において，流体の移動経路に関する検討を実施した。 

(2) 当該分野に係る科学的・技術的背景 

1946 年南海地震（川辺, 19916)）や 1995 年兵庫県南部地震（佐藤・高橋, 19977)）等，比較的規模の大

きい地震が発生した際には，その震源域を含む広域的な範囲で，地下水位や間隙水圧の変化がしばし

ば観測される。また，震源域の近傍では数か月から数年間に及ぶ顕著な湧水が認められることがある。こ

のような地震に伴って生じる湧水のメカニズムについては，地震の発生（断層運動）に伴う静的な地殻応

力（地殻ひずみ）の変化のほか，地震波の通過（動的な地殻応力・ひずみの変化）や断層の変位に伴う

透水性の変化等が指摘されており，特に後者によって生じた場合の湧水の起源としては，周辺の山体に

おける地下水の解放や地下深部を起源とする流体の上昇等が指摘されている（例えば，Manga and 
Wang, 20158)）。このうち湧水の発生が地下深部からの流体上昇に起因する場合は，水質の顕著な変化
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地震波が通過する地殻内のクラックの卓越方向を示しており，流体の移動経路となり得る割れ目の卓越

方向とみなせるが，その方向が東北沖地震の前後で大きく変化したことを示すデータは得られなかった。

一方，距離規格化 dt 値については，湧水地点に近く，地震データの多い観測点 IWAKMZ（いわき水石

山）において，他の観測点に比べて大きな値が得られた（図 3.2.1-3, 4）。ただし，値はばらつきが大きく，

標準偏差 1σ の範囲が他の観測点と重なり，その有意性は必ずしも明確ではない。しかしながら，湧水地

点付近の流体賦存状態等を既存観測点のデータを活用して検討し得る可能性が示されたと考えられる。

今回の解析では，既往の電磁探査で認められた地下深部の低比抵抗領域を横切る波線を持つ地震が

なく，同領域の dt 値等を得ることができなかった。したがって，東北沖地震前後の変化や距離規格化 dt
の空間変化の有無に関する評価の確度を上げ，既往の電磁探査結果との比較を行う観点から，解析に

供するデータの増加が必要である。なお，観測点 IWAKMZ が位置する水石山の地名は地下水が豊富

な事に由来するとの説があり（福島県観光物産交流協会, 202116)），自然地理学や郷土史の観点からの

情報収集も有益である可能性を指摘しておく。 

(4) 主な成果と課題 

本研究では，2011 年東北沖地震後の 2011 年福島県浜通り地震に引き続いて生じ，湧水が長期化し

ているいわき地域を事例とし，S 波スプリッティング解析により推定した S 波偏向異方性及び距離規格化

dt 値の特徴から，クラック方向が東北地方太平洋沿岸域の特徴と調和的であり，同地域の特異性や東北

沖地震前後の変化を示唆する情報に乏しいことや，湧水地点付近の地下水賦存状態に関する情報を得

られる可能性が示された。これらの特徴や可能性を統計的に検討し，さらに既往の地球物理学的情報と

関連付けていくためには，解析に供するデータ数を増やしていくことが必要な段階にある。しかしながら，

東北沖地震前の期間の地震は少ないため，地震前後の比較については理解の大きな進展は期待しにく

い。その一方で，データ解析期間を最近まで延長することにより，地震後の遷移的変化や，地震間の定

常状態とみなし得る特徴を提示できる可能性があり，これらの情報は地質環境への影響の時間変化を評

価する上で重要と考えられることから，引き続き検討を進める予定である。 
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図 3.2.1-1 S 波スプリッティング解析により求めた 2011 年東北地震前のいわき地域周辺の速い S 波の振

動方向（φ）の分布（原子力機構・電力中央研究所（2021）11)に加筆）。 
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関連付けていくためには，解析に供するデータ数を増やしていくことが必要な段階にある。しかしながら，

東北沖地震前の期間の地震は少ないため，地震前後の比較については理解の大きな進展は期待しにく

い。その一方で，データ解析期間を最近まで延長することにより，地震後の遷移的変化や，地震間の定

常状態とみなし得る特徴を提示できる可能性があり，これらの情報は地質環境への影響の時間変化を評

価する上で重要と考えられることから，引き続き検討を進める予定である。 
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図 3.2.1-2 S 波スプリッティング解析により求めた 2011 年東北地震後のいわき地域周辺の速い S 波の振

動方向（φ）の分布（原子力機構・電力中央研究所（2021）11)に加筆）。 
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図 3.2.1-3 2011 年東北地震後に発生した地震に対する距離規格化 dt 値の分布（原子力機構・電力中央

研究所, 202111)） 
桃菱形は，Sato et al. （2020）3)で報告された湧水地点，番号を付けた桃色線は活断層や活断層の疑

いのあるリニアメント（活断層研究会編, 199117)）を確実度とともに示した。橙色×は Umeda et al. （2015）5)

の電磁探査観測点を示す。観測点の文字のうち，距離規格化 dt の統計処理（図 3.2.1-4）の際にデータ

数が少なかった観測点は灰色で示す。 
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図 3.2.1-4 各観測点における距離規格化 dt 値の平均値及び標準偏差（1σ） 

平均値を○で示し，地震の個数を付記した。地震数が 1 の観測点は灰色で示す。 
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3.2.2 時間スケールに応じた地圏環境変動の予測技術 

(1) はじめに 

地質環境の長期安定性評価において，地形学的時間スケール（数千から数十万年）での隆起速度の

推定は，河成段丘や海成段丘の離水時期に基づいて行われることが多い。しかし，西南日本や穿入蛇

行が発達するような河川の上流域では，氷期の堆積段丘の発達が悪いため，隆起速度算出の指標とし

て河成段丘を用いることができない場合がある。このような場合，穿入蛇行河川の痕跡地形となる環流旧

河谷を指標として，河川の下刻速度（≒隆起速度）を算出する手法が有効である（安江ほか, 20141)）。本

研究では，気候段丘が発達しない地域における隆起速度の推定手法の高度化を目的として，事例研究

の蓄積に取り組む。事例地域としては，赤石山脈の大井川中流域を選定し，地形判読，露頭調査及び環

流旧河谷でのボーリング調査を実施した。 

(2) 当該分野に係る科学的・技術的背景 

環流旧河谷を指標とした隆起速度の推定事例としては，安江ほか（2014）1)が挙げられる。安江ほか

（2014）1)は，紀伊半島の新宮川流域の環流旧河谷 1 か所でボーリング調査を実施し，旧流路堆積物を

覆う角礫層の色調を用いて離水年代の推定を行った。掘削したコアの中には，旧流路堆積物が確認され

ず，離水後に堆積した斜面性の角礫層のみから構成されるコアもあり，環流旧河谷のボーリング調査で

は，旧流路堆積物が分布する地点を的確に選定することが重要であると示された。 

原子力機構・電力中央研究所（2020）2)は，安江ほか（2014）1)と同じく，新宮川流域に分布する環流旧

河谷を対象にボーリング調査を実施した。ボーリング調査は 3 か所の環流旧河谷で行った。その結果，環

流旧河谷の相対編年において，基質の赤色度と礫の酸化帯の幅の測定が有効な手法となることが明ら

かになった。さらに，環流旧河谷の旧流路堆積物の堆積年代を制約する手法として，長石の IRSL 法が

適用可能であるとの見通しが得られた。一方で，広い流域を持つ環流旧河谷で採取したコアでは，支流

性の斜面堆積物の被覆により，旧流路堆積物を観察できなかった。このことから，ボーリング調査の実施

場所としては，流域が狭く，斜面堆積物の層厚が薄いと推定される環流旧河谷が適していることが明らか

になった。 

(3) 実施内容・結果 

本研究では，環流旧河谷が多く分布する赤石山脈南部の大井川を事例地域として選定した（図 3.2.2-
1）。事例地域の選定では，日本列島における環流旧河谷分布データベース（高取ほか, 20133)）を参照し

た。はじめに，大井川流域の河成段丘や環流旧河谷といった離水地形の分布を把握するために，空中

写真による地形判読を行った。次に，河成段丘の構成層を対象に現地観察を実施し，最後に，環流旧河

谷でのボーリング調査を実施した。 
 
1) 離水地形の分布と特徴 

大井川中流部から河口までを対象に，1976 年に撮影された国土地理院カラー空中写真を用いて実体

視判読を行った。判読作業では，日本列島における環流旧河谷分布データベース（高取ほか, 20133)）や，

大井川河口の河成段丘の分布を示した杉山ほか（1987）4)を参考にした。作成した大井川沿いの河成段

丘面と環流旧河谷の分布図を図 3.2.2-2 に，河成段丘面と環流旧河谷の縦断形投影図を図 3.2.2-3 にそ

れぞれ示す。 
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大井川の谷口から河口までの区間には，牧ノ原面（Marine Isotope Stage（MIS） 5e に形成（杉山ほか, 
19874)））とよばれる連続性のよい扇状地起源の河成段丘面が発達する。谷口よりも上流部の河成段丘面

は，全体として発達が悪く，連続性に乏しい。また，大井川流域では，堆積段丘面によくみられる支流の

谷を埋積するような分布形態（支流に入り込むような分布形態）をとる河成段丘面が認められないことも特

徴として挙げられる。 

現地観察は，河成段丘の構成層が露出する地点で実施した。観察は数地点で行ったに過ぎないが，

推定された段丘堆積物の厚さは 0.3～15 m と薄く，本地域に分布する河成段丘は全て侵食段丘であるこ

とが明らかになった。 

 
2) ボーリング調査 

地形判読結果に基づき，ボーリング調査を実施する環流旧河谷の選定を行った。選定においては，流

域の面積に着目し，支流性の斜面堆積物が比較的薄く，旧流路堆積物を観察できる可能性が高い小規

模な環流旧河谷を選択した。本研究では，現河床との比高約 200 m の環流旧河谷を調査場所として選

定し，流路堆積物の出現深度の変化を確認するために，同じ環流旧河谷内の 2 地点（KOM-1，KOM-2）

でボーリング調査を実施した（図 3.2.2-4）。KOM-1 は環流丘陵の基部より 20 m 程離れた地点で，KOM-
2 は KOM-1 より攻撃斜面側に 11 m 移動した地点である。 

採取した堆積物コアの柱状図を図 3.2.2-5 に示す。堆積物コアは，肉眼での観察結果に基づき，基盤

岩（BR），河川流路堆積物（RC），斜面堆積物（SD），埋没土壌（BS），盛土（AS）の 5 タイプに区分した。

以下に，環流旧河谷の離水層準の指標となる，河川流路堆積物（RC），斜面堆積物（SD），埋没土壌

（BS）の特徴を簡単に記す。 

・河川流路堆積物（RC） 
同ユニットは円礫主体の礫層，粒径の揃った砂層，シルト層から構成される。礫層はよく円磨された細

礫～コア径を超える大礫を主体とすることから，掃流環境で堆積した河床堆積物であると考えられる。砂

層は礫層より上位で確認される。粒径が揃った細粒砂～粗粒砂で構成されることから，礫層と同様に，河

床の堆積物であると考えられる。シルト層は同ユニットの最上部で観察される。淡黄色を呈するシルトを主

体とし，KOM-2 コアでは細礫まじりとなる。主に浮遊運搬される粒子から構成されることと，KOM-2 コアの

シルト層に含まれる細礫が円磨されていることから，河川が離水する直前の流路堆積物もしくは洪水堆積

物である可能性が高い。これらのことから，このユニットは河川や流路の作用によって堆積した河川流路

堆積物であると考えられる。 

・斜面堆積物（SD） 
同ユニットは円磨度が低い角～亜角礫を主体とする砂礫層で構成される。含まれる礫の淘汰は悪く，

細礫～コア径をこえる大礫まで確認される。また，KOM-2 コアでは後述する埋没土壌（BS）を挟む。これ

らのことから，このユニットは本流性の河成砂礫層ではなく，環流旧河谷の流域内で生じたマスブームメン

トに由来する斜面堆積物であると考えられる。斜面堆積物（SD）と河川流路堆積物（RC）との境界に認定

される離水面の深度は，KOM-1 コアで 7.8 m，KOM-2 コアで 11.6 m と，KOM-2 コアで有意に深くなる。

これは，KOM-2 コアの掘削地点が KOM-1 コアの掘削地点より攻撃斜面側に位置することを反映してい

ると考えられ，地形的特徴と整合的である。 

・埋没土壌（BS） 
同ユニットは黒色の腐植質シルトと灰白色のシルトから構成される細粒な堆積物であり，斜面堆積物

（SD）の直上に位置する。KOM-1 コアの 3.2 m 付近と KOM-2 コアの 6.1 m 付近では，腐植質シルトから
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性の斜面堆積物の被覆により，旧流路堆積物を観察できなかった。このことから，ボーリング調査の実施

場所としては，流域が狭く，斜面堆積物の層厚が薄いと推定される環流旧河谷が適していることが明らか

になった。 

(3) 実施内容・結果 

本研究では，環流旧河谷が多く分布する赤石山脈南部の大井川を事例地域として選定した（図 3.2.2-
1）。事例地域の選定では，日本列島における環流旧河谷分布データベース（高取ほか, 20133)）を参照し

た。はじめに，大井川流域の河成段丘や環流旧河谷といった離水地形の分布を把握するために，空中

写真による地形判読を行った。次に，河成段丘の構成層を対象に現地観察を実施し，最後に，環流旧河

谷でのボーリング調査を実施した。 
 
1) 離水地形の分布と特徴 

大井川中流部から河口までを対象に，1976 年に撮影された国土地理院カラー空中写真を用いて実体

視判読を行った。判読作業では，日本列島における環流旧河谷分布データベース（高取ほか, 20133)）や，

大井川河口の河成段丘の分布を示した杉山ほか（1987）4)を参考にした。作成した大井川沿いの河成段

丘面と環流旧河谷の分布図を図 3.2.2-2 に，河成段丘面と環流旧河谷の縦断形投影図を図 3.2.2-3 にそ

れぞれ示す。 
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灰白色のシルトへと漸移的に移り変わる様子が認められる。出現層準と堆積物の特徴から，このユニット

は，風成堆積物，大きな角礫を伴わないマスムーブメントにより堆積した細粒な斜面堆積物，離水後に生

じた小規模な湖沼の埋積堆積物等を起源に持つと考えられる。現時点では，この点を明らかにできるよう

な観察や分析を行っていないため，ここでは一括して埋没土壌と呼称した。 

(4) 主な成果と課題 

本研究では，大井川中流域を対象に地形判読，現地観察及び環流旧河谷でのボーリング調査を実施

した。ボーリング調査地点の選定では，流域面積が狭く，斜面堆積物による被覆が少ないと考えられる小

規模な環流旧河谷を選定した。その結果，過去の河川の高さの指標となる旧流路堆積物を採取すること

ができ，掘削調査に適した環流旧河谷を選定することの重要性が再確認された。今後は，斜面堆積物や

埋没土壌を対象としたテフラ分析や河川流路堆積物を対象とした IRSL 法による年代測定を行い，環流

旧河谷の離水年代の制約に取り組む予定である。 

 

 
図 3.2.2-1 内陸部を対象とした研究開発の事例地域 

環流旧河谷の分布は，高取ほか（2013）3)のデータベースに基づく。背景の色別標高図は国土地理

院の基盤地図情報 5 m メッシュ DEM を用いて作成した。 
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図 3.2.2-2 離水地形区分図 

背景図に地理院タイル（陰影起伏図）を用いて作成した。 
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図 3.2.2-3 離水地形の縦断プロファイルと調査地点 
環流旧河谷の標高については，旧流路の攻撃斜面と環流丘陵との間に分布する平坦面の標高をプロ

ットした。 
 

 

図 3.2.2-4 ボーリングコアの掘削地点 
背景図に地理院タイル（傾斜量図）を用いて作成した。 
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図 3.2.2-5 ボーリングコアの柱状図 

掘削地点については，図 3.2.2-4 を参照。 
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3.3 年代測定技術の開発 

3.3.1 ウラン系列放射年代測定法の実用化 

(1) はじめに 

地層処分における地質環境の将来予測は，着目する自然現象について過去の履歴を解読し，その変

動の傾向を将来へ外挿することが基本となる。そのためには，隆起・侵食や地震活動・断層運動及び火

山・火成活動等の自然現象に時間軸を与える放射年代測定法による編年技術の整備が不可欠である。

また，概要調査や精密調査の段階でこれらの編年技術を有効なものとするには，様々な地質環境を想定

して普遍的に存在する試料に対応でき，かつ広範な年代範囲で測定可能な技術の整備が必要である。 

ウランは微量元素であるものの岩石中に一般的に存在する元素であり，年代測定に応用できる対象範

囲が広く，ウラン系列の放射年代測定は地球惑星科学の諸分野において広く用いられている。238U（半

減期：約 44 億 6,800 万年）及び 235U（半減期：約 7 億 380 万年）の壊変を利用する U-Pb 法は，数十万

年前から数十億年前までの地質試料の年代決定に特に有効である。また，ウラン-234（234U，半減期：約

245,500 年）とトリウム-230（230Th，半減期：約 75,380 年）の放射非平衡を利用したウラン・トリウム（U-Th）法

では，数千年前からおよそ 50 万年前までの比較的若い年代に対応した年代学的な評価が可能である。

本研究では，特に 10 万年前後の断層の活動性の評価や過去の地下水の流動経路の変遷を把握するた

めに有効な，ウラン系列の年代測定技術開発を実施している。分析対象試料としては，火成岩に含まれ

るジルコンをはじめとして断層岩や岩石の透水性割れ目を普遍的に充填する炭酸塩鉱物（ここでは，カ

ルシウム炭酸塩を指す）を想定し，LA-ICP 質量分析装置を用いて，元素の二次元分布の取得（元素・同

位体イメージング）や鉱物ごとの局所分析法による年代測定を行う。 

東濃地科学センターでは，平成 29 年度までに LA-ICP 質量分析法によるジルコンの U-Pb 年代測定

技術を整備した。この年代測定技術を用いて，地質環境の長期安定性に係る研究として山地の隆起量・

侵食量評価のための年代測定を適宜実施している（石丸ほか, 20191)；20202)）。さらに，平成 29 年度及び

平成 30 年度には，炭酸塩鉱物の U-Pb 年代測定技術の開発を進めるため，分析値較正に必要不可欠

な標準試料の選定と開発（合成）及び整備した分析技術の精度評価及び妥当性評価を目的として，生息

年代が既知の炭酸塩質な示準化石試料の分析を行った（Yokoyama et al., 20183)；石丸ほか, 20191)）。そ

の結果，数種類の示準化石（ウミツボミ（Pentremites）：推定年代範囲 約 339～318 Ma（Galloway and 
Kaska, 19574)；Fabian, 19875)；Fossilworks6)），六方サンゴ（Placosmilia vidali）：推定年代範囲 約 86～85 
Ma（Pomar et al., 20057)），大型有孔虫（貨幣石）（Nummulites boninensis）：推定年代範囲 約 44～40 Ma
（Kaneoka et al., 19708)；海野ほか, 20099)；Ishizuka et al., 200610)））の LA-ICP 質量分析法による U-Pb 年

代測定から得られる年代値と化石試料の生息年代が良い一致を示し，炭酸塩鉱物の U-Pb 年代測定が

可能であることを示した。一方で，LA-ICP 質量分析法による炭酸塩鉱物の年代測定に必要不可欠とされ

る標準試料の選定や開発（合成）に関しては，唯一 WC-1（Roberts et al., 201711)）が選定・評価されている

に留まり，年代測定に係る分析精度の向上において課題となっている（Roberts et al., 202012)）。令和元年

度までに，U と Pb 濃度及び Pb 同位体組成について均質性の高い合成標準物質の評価と炭酸塩鉱物

の U-Pb 年代測定への適用性評価を行った（Miyajima et al., 202113)）。 
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(2) 当該分野に係る科学的・技術的背景 

炭酸塩鉱物は，結晶成長の段階で取り込む鉱物周辺の不純物の濃度等に応答して累帯構造を呈す

ることが多く，地下環境下での形成・発達史をより正確に解読して過去の炭酸塩鉱物の生成環境を再現

するためには，空間分解能の高い（数 µm から数百 µm）分析技術を構築する必要がある。このような空間

分解能の高い年代測定に係る分析技術の構築は，炭酸塩鉱物に留まらず，近年の古環境指標物質（特

にジルコン等の鉱物分析）の年代測定技術開発の傾向でもある。分析装置の技術的な革新に伴い，元

素・同位体分析の感度や精度が向上したことにより，炭酸塩鉱物の年代測定手法の整備も国内外で急速

に進みつつある。特に，LA-ICP 質量分析法による U-Pb 年代測定は，世界的にも技術の開発・整備の動

向がみられ（例えば，Li et al., 201414)；Coogan et al., 201615)；Roberts and Walker, 201616)等），これまでの

応用例や今後の分析技術の課題及び動向は Roberts et al. （2020）12)にまとめられている。LA-ICP 質量

分析法による U-Pb 年代測定は，火成岩起源の重鉱物（ジルコン，モナザイト，アパタイト等）について多く

の研究例があり，汎用性が高く，手法が確立している。その一方で，U-Pb 年代測定手法の炭酸塩鉱物へ

の応用は，標準試料の欠如や試料の適用性の低さ（ウラン濃度が低く，初生的に含む鉛の量が多い）か

ら，年代測定の精度に課題があった。Roberts et al. （2017）11) により標準試料：WC-1（米国南西部

Delaware 盆地・アリゾナ州 Walnut Canyon の上部ペルム系・炭酸塩岩脈から採取；U-Pb 年代=254.4±0.8 
Ma）が報告され，炭酸塩鉱物の U-Pb 年代測定技術の整備が進みつつある。しかしながら，より高精度で

年代測定を行うためには，分析値の較正に用いる標準試料として，元素及び同位体（ここでは特に U/Pb
比と Pb 同位体比）について均質性の高いものあるいは年代値が判明しているものが複数あることが望ま

しい。また，炭酸塩鉱物をはじめ国際的に古くから実施されているジルコンの U-Pb 年代測定の事例を積

み重ねていくことで，データの信頼性の向上や分析精度の向上を図る必要がある。 

(3) 実施内容・結果 

令和 2 年度は，U-Pb 年代測定の高精度化，高空間分解能化を目指し，ジルコンの年代測定を中心に

事例研究の積重ねを重点的に行った。生成年代の異なる岩体の試料を用い，既往研究から得られる地

質学的背景や既報年代値と比較することで，U-Pb 年代測定の汎用性とデータの信頼性に寄与すると考

えられる。飛騨山脈黒部地域に分布する黒部川花崗岩体，北上山地に分布する堺ノ神深成岩体，遠野

複合深成岩体及び山地東縁部に分布する浄土ヶ浜の古第三紀流紋岩類から採取されたジルコン等複

数の火成岩体の試料を分析対象とした。火成岩体の試料を分析した結果の一例（北上山地北部の花崗

岩：既報年代値 130～120 Ma（土谷ほか, 201517)；Osozawa et al., 201918)））を図 3.3.1-1 に示す。また，特

に世界一若い生成年代を示す花崗岩が露出しているとされる黒部川花崗岩体のジルコンの U-Pb 年代

測定では，放射壊変起源の Pb を高感度に検出し，さらにジルコン晶出時の U-Th の非平衡を考慮する

必要があるため，Sakata（2018）19)に基づき，若い（概ね< 2 Ma）ジルコンの分析条件及び解析手法の検

討も実施した（図 3.3.1-2，表 3.3.1-1）。 

(4) 主な成果と課題 

令和 2 年度に実施した各火成岩体のジルコン U-Pb 年代測定結果は，概ね年代値として 3 %（2σ）以

内の不確かさで分析可能であり，また，既報の年代値と良い整合性が確認された。また，200 万年前より

も後に生成した若いジルコンを U-Pb 法により精度良く年代測定する手法の検討を行い，飛騨山脈黒部

地域に分布する黒部川花崗岩体の試料を対象として，U-Pb 年代測定を実施した。放射非平衡を考慮す

べき（U-Pb 系に対して）若い年代（< 2 Ma）を示す試料については，古い試料と比較して 238U, 235U を起

源とする放射壊変起源の Pb（それぞれ，鉛-206（206Pb），鉛-207（207Pb））の量が少なく，特に 207Pb につい
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では，数千年前からおよそ 50 万年前までの比較的若い年代に対応した年代学的な評価が可能である。

本研究では，特に 10 万年前後の断層の活動性の評価や過去の地下水の流動経路の変遷を把握するた

めに有効な，ウラン系列の年代測定技術開発を実施している。分析対象試料としては，火成岩に含まれ

るジルコンをはじめとして断層岩や岩石の透水性割れ目を普遍的に充填する炭酸塩鉱物（ここでは，カ

ルシウム炭酸塩を指す）を想定し，LA-ICP 質量分析装置を用いて，元素の二次元分布の取得（元素・同

位体イメージング）や鉱物ごとの局所分析法による年代測定を行う。 

東濃地科学センターでは，平成 29 年度までに LA-ICP 質量分析法によるジルコンの U-Pb 年代測定

技術を整備した。この年代測定技術を用いて，地質環境の長期安定性に係る研究として山地の隆起量・

侵食量評価のための年代測定を適宜実施している（石丸ほか, 20191)；20202)）。さらに，平成 29 年度及び

平成 30 年度には，炭酸塩鉱物の U-Pb 年代測定技術の開発を進めるため，分析値較正に必要不可欠

な標準試料の選定と開発（合成）及び整備した分析技術の精度評価及び妥当性評価を目的として，生息

年代が既知の炭酸塩質な示準化石試料の分析を行った（Yokoyama et al., 20183)；石丸ほか, 20191)）。そ

の結果，数種類の示準化石（ウミツボミ（Pentremites）：推定年代範囲 約 339～318 Ma（Galloway and 
Kaska, 19574)；Fabian, 19875)；Fossilworks6)），六方サンゴ（Placosmilia vidali）：推定年代範囲 約 86～85 
Ma（Pomar et al., 20057)），大型有孔虫（貨幣石）（Nummulites boninensis）：推定年代範囲 約 44～40 Ma
（Kaneoka et al., 19708)；海野ほか, 20099)；Ishizuka et al., 200610)））の LA-ICP 質量分析法による U-Pb 年

代測定から得られる年代値と化石試料の生息年代が良い一致を示し，炭酸塩鉱物の U-Pb 年代測定が

可能であることを示した。一方で，LA-ICP 質量分析法による炭酸塩鉱物の年代測定に必要不可欠とされ

る標準試料の選定や開発（合成）に関しては，唯一 WC-1（Roberts et al., 201711)）が選定・評価されている

に留まり，年代測定に係る分析精度の向上において課題となっている（Roberts et al., 202012)）。令和元年

度までに，U と Pb 濃度及び Pb 同位体組成について均質性の高い合成標準物質の評価と炭酸塩鉱物

の U-Pb 年代測定への適用性評価を行った（Miyajima et al., 202113)）。 

  

JAEA-Research 2021-007

- 39 -



JAEA-Research 2021-007 

- 40 - 

ては初生的に含まれる Pb の量と比較しても同等程度となるため，レーザー出力の検討等適切な分析条

件を検討した。また，ジルコン晶出時のマグマとの U-Th 非平衡を考慮し，補正した場合と，そうでない場

合とでは，年代値として 1～5 %程度変化する可能性があることが判明した。 

今後はさらにジルコンや炭酸塩鉱物の年代測定に関してデータを蓄積し，分析技術の高度化を図る。

特に炭酸塩鉱物については，断層岩や岩石の透水性割れ目を充填する炭酸塩鉱物に対して本手法の

適用を試みる。 

 

 

図 3.3.1-1 北上山地北部の花崗岩から採取されたジルコンの U-Pb 年代測定結果の例 

 

図 3.3.1-2 黒部川花崗岩体から採取されたジルコンの 238U-206Pb 年代測定結果の例 
青で示したデータは加重平均の算出で除外したデータ。左は放射非平衡の補正前，右は補正後の結

果を表す。 
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表 3.3.1-1 2 Ma より若いジルコンの U-Pb に適した LA-ICP の質量分析条件 
 

レーザーアブレーション装置  
機種名  Photon Machines 社製 Analyte G2 
レーザータイプ  エキシマーレーザー （レーザー光波長 193 nm） 
レーザーフルエンス  5.0 [2.0] J cm-2 
クレーターサイズ  30 [15-20] µm circle 
繰り返し周波数  15 [10] Hz (300 [200] shots) 
サンプルキャリアガス  He 
キャリアガス流量  1.0 L/min 
 

マルチコレクタ ICP 質量分析装置   
機種名  Thermo Fisher Scientific 社製 Neptune-Plus 
（進行波）電力  1,200 W 
サンプルキャリアガス  Ar 
Ar キャリアガス流量  0.85 -1.0 L/min 
積分時間  0.066 s （×700 ratios） 
モニターした同位体  202Hg (CDD), 204Pb (CDD), 206Pb (SEM), 207Pb (SEM),  

  208Pb (SEM), 232Th (FC), 238U (FC)  
*CDD: Compact Discrete Dynode, SEM: Secondary Electron 
Multiplier, FC: Faraday Cup 

 

[ ]内の値は，2 Ma より古いジルコンを分析する時の分析条件 
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3.3.2 光ルミネッセンス（OSL）年代測定法の実用化 

(1) はじめに 

OSL 年代測定法は，自然放射線の作用により石英や長石等の鉱物内に蓄積されたトラップ電子を熱

や光の刺激により再結合させた際に生ずる発光の強度を利用した年代測定法である。トラップ電子の蓄

積量は高温の熱や太陽光に曝されるとリセットされるため，ルミネッセンス年代は試料が加熱や光曝を受

けて以降の時間に相当し，テフラや考古遺物，堆積物の年代測定に利用されている（塚本, 20181)）。東

濃地科学センターでは，段丘堆積物の供給源の判別及び堆積年代の推定等を行うため，OSL 年代測定

技術の開発を進めている（石丸ほか, 20192)）。 

近年，OSL 年代測定法の応用として，試料の熱履歴を推定する OSL 熱年代法が提唱されている

（Herman et al., 20103)）。この手法は，鉱物中のトラップ電子の蓄積速度が周囲の温度によって変化する

性質に基づいており，FT 法や(U-Th)/He 法といった既存の熱年代法では測定が困難な，過去数十万年

の低温領域（30～100 °C）の熱履歴の推定を得意とする（Herman et al., 20103)；King et al., 20164)；Herman 
and King, 20185)；Ault et al., 20196)）。したがって，一般的な地温構造を仮定すると，数百メートルの侵食

に要した期間を対象とした侵食速度の評価に利用できる。OSL 熱年代法の適用は，ルミネッセンス信号

が数十万年で飽和するため，露頭試料においては侵食速度の速い（鉱物が比較的短時間で地下深部

の高温領域から地表に到達した）地域に制限されている。先行研究のほとんども，東ヒマラヤや南アルプ

ス（ニュージーランド），飛騨山脈といった侵食速度が数 mm/year を超える地域で行われている （Herman 
and King, 20185)）。一方，Guralnik et al. （2015）7)はドイツで掘削された大深度ボーリングコア（KTB 
borehole（Hirschmann et al., 19978)））の深度 0.1～2.3 km の試料を対象に長石の OSL 熱年代法を適用

し，深部で加熱を受けてからの時間を反映して地表から約 1 km まではルミネッセンス信号は飽和するが，

それ以深からルミネッセンス信号強度が減少することを報告した。これより，大深度ボーリングコアを利用

し，ルミネッセンス信号が未飽和の部分を抽出することで，侵食速度が遅い地域にも OSL 熱年代法を適

用できる可能性を示した。 

本研究では，隆起・侵食速度の評価技術の高度化に資するため，深度数百 m 以浅における 10 万年

スケールの侵食史の復元を可能とする OSL 熱年代法の技術開発を進めた。昨年度までは，東濃地域の

大深度ボーリングコアを用いて，侵食速度が比較的遅い地域（0.1 mm/yr 以下）に対する長石の multi-
OSL 熱年代法の適用性を検討した。令和 2 年度は，六甲地域を事例に，侵食速度が中程度（0.1～1.0 
mm/yr 程度）の地域に対する長石の multi-OSL 熱年代法の適用性を検討した。 

(2) 当該分野に係る科学的・技術的背景 

OSL 熱年代法が使用されるようになった当初は石英 OSL が利用されていたが（例えば，Herman et al., 
20103)），年代測定の上限が数万年程度であることや，基盤から抽出された石英のシグナルは不安定なも

のが多いことから（King et al., 20164)；Herman and King, 20185)；塚本, 20181)），近年では長石の IRSL を

利用することが多い。IRSL は，広義では OSL に含まれるため，これを利用した熱年代法も OSL 熱年代と

称される。長石 IRSL の利点として，石英 OSL よりもルミネッセンス感度や年代測定の上限が高い（おお

よそ 25 万～50 万年（塚本, 20181)））ことが挙げられる。しかし，長石利用の際には，トンネル効果による非

熱的脱トラップ（以下，「フェーディング」（Wintle, 19739)））の考慮が必要になり，長石を用いた OSL 熱年

代法の基本モデルは以下のように記述される（Herman and King, 20185)）： 
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𝑑𝑑𝑑𝑑�
𝑑𝑑𝑑𝑑 = 𝑇𝑇𝑇𝑇𝑇𝑇𝑇𝑇𝑇𝑇𝑇𝑇𝑑𝑑𝑇𝑇 𝑇 𝑇𝑇𝑇𝑇𝑇𝑇𝑇𝑇𝑇𝑇𝑇𝑇𝑇𝑇𝑑𝑑𝑇𝑇𝑑𝑑𝑇𝑇𝑇𝑇𝑇𝑇𝑇𝑇𝑇𝑇𝑑𝑑𝑇𝑇 𝑇 𝑇𝑇𝑑𝑑𝑇𝑇𝑇𝑇𝑇𝑇𝑇𝑇𝑇𝑇𝑇𝑇𝑑𝑑𝑇𝑇𝑑𝑑𝑇𝑇𝑇𝑇𝑇𝑇𝑇𝑇𝑇𝑇𝑑𝑑𝑇𝑇𝑇𝑇𝑇𝑇𝑇𝑇𝑇𝑇𝑇𝑇𝑇𝑇𝑇𝑇𝑇𝑇𝑇𝑇𝑇𝑇𝑇𝑇𝑇𝑇𝑇𝑇𝑇𝑇𝑇𝑇𝑇𝑇𝑇𝑇𝑇𝑇𝑇𝑇𝑇(1) 

 
𝑑𝑑𝑑𝑑� 𝑑𝑑𝑑𝑑⁄ は鉱物内のトラップ電子蓄積率（𝑑𝑑�）の増加速度を表す。Trapping は放射線による電子のトラップ速

度，thermal detrapping は試料周囲の温度による熱的脱トラップ速度，athermal detrapping はフェーディン

グ現象による非熱的脱トラップ速度である。さらにこのモデルは以下の数学的モデルで記述される（King 
et al., 20164)；Herman and King, 20185)）： 

 
𝑑𝑑𝑑𝑑�
𝑑𝑑𝑑𝑑 =

𝐷𝐷�
𝐷𝐷� ・(1 𝑇 𝑑𝑑�) 𝑇 𝑠𝑠��・𝑑𝑑�・��� �𝐸𝐸� 𝑇 𝐸𝐸�

𝑘𝑘𝑇𝑇 � 𝑇 𝑠𝑠���・𝑑𝑑�・����𝜌𝜌′
���

・𝑇𝑇′�𝑇𝑇𝑇𝑇𝑇𝑇𝑇𝑇𝑇𝑇𝑇𝑇𝑇𝑇𝑇𝑇𝑇𝑇𝑇𝑇𝑇𝑇𝑇𝑇𝑇𝑇𝑇𝑇𝑇𝑇𝑇𝑇𝑇𝑇(�) 
 
𝐷𝐷�   は線量率（Gy/ka），𝐷𝐷�  は飽和線量（Gy），𝑠𝑠��  は熱減衰の頻度因子，𝐸𝐸�  はバンドテイルのエネルギ

ー（eV），𝐸𝐸�  はトラップ深度（eV），𝑘𝑘  はボルツマン定数（eV/K），𝑇𝑇  は絶対温度（K），𝑠𝑠���はフェーディン

グの頻度因子（3×10-15 /s），𝜌𝜌′は再結合センターの密度（無次元），𝑇𝑇𝑇′はトラップと再結合センターの距

離（無次元）である。これらのうち 𝑇𝑑𝑑� 𝑇と𝑇𝑇𝑇𝑇以外は時間𝑇𝑑𝑑𝑇に関して定数とみなせるため，ルミネッセンス測定

でこれらの物理パラメータを実験的に決定することで，トラップ電子の蓄積速度及び熱履歴が推定できる。 

近年では，より詳細な熱履歴推定を可能にする multi-OSL 熱年代法が開発されている（King et al., 
201610)）。この手法は，段階的に測定温度を上げて，連続して IRSL を測定する MET 測定プロトコル（Li 
and Li, 201111)）を利用している。測定温度によって IRSL の熱安定性は異なるため，MET 法を用いること

で，1 試料から閉鎖温度が異なる複数の IRSL 信号が測定できる。そのため，multi-OSL 熱年代法は過去

10 万～20 万年の低温領域（< 75 °C）の熱履歴をより詳細に推定できる。 

(3) 実施内容・結果 

本研究では，侵食速度が中程度（0.1～1 mm/yr）と予想される六甲山地を事例対象地域とした。六甲

山地は，大阪層群の海成粘土 Ma-1 の堆積（約 1 Ma）以降に少なくとも 500 m の隆起（隆起速度：0.5 
mm/yr 以上）を起こしたことが知られている（藤田, 198312)）。末岡ほか（2010）13)は AFT 法で求めた年代

（約 20～30 Ma）から現在までの平均侵食速度を約 0.04～0.10 mm/yr と報告したが，松四ほか（2014）14)

は石英中の宇宙線生成核種（10Be）から，六甲山地流域の 103 年スケールの侵食速度を 0.37～0.81 
mm/yr と算出した。両者の不一致の原因として，六甲山地の侵食速度が，1 Ma 以降の地殻変動の活性

化（六甲変動（藤田, 198312)））によって増加した可能性が挙げられている（松四ほか, 201414)）。これらの先

行研究の結果より，104～105 年スケールの侵食速度は 0.1 mm/yr から 1 mm/yr 程度と予想される。 

六甲山地の OSL 熱年代用分析試料として，防災科学技術研究所所有の掘削深度 1,313.2 m の「甲

山」ボーリングコア（兵庫県西宮市甲山森林公園内で採取されたもの）を用いた（山田ほか, 201215)）。甲

山は六甲山地の南東部，芦屋断層と甲陽断層の間に位置する。甲山は，瀬戸内火山帯に属する中新世

の火山が侵食されることによって形成された旧火道の残丘であると考えられている（藤田・笠間, 198216)；

藤田, 198312)）。甲山の山体は輝石安山岩で構成されるが，甲山コアは甲山の西約 300 m の位置で掘削

されているため，この地域の基盤岩である後期白亜紀の六甲花崗岩で構成される。六甲花崗岩は，黒雲

母カリウム・アルゴン（K-Ar）法や全岩ルビジウム・ストロンチウム（Rb-Sr）法のような比較的閉鎖温度が高

い（それぞれ 350～400 °C，約 700 °C）手法では，約 70 Ma の年代を示している（河野・植田, 196617)；藤

田・前田, 198418)；Terakado and Nohda, 199319)）。甲山コアのうち，風化や断層破砕帯の著しい部分や，ノ

ンコアリング掘削部分を避け，408 m（KBT-1），642 m（KBT-2），818 m（KBT-3），1,048 m（KBT-4）の計 4
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3.3.2 光ルミネッセンス（OSL）年代測定法の実用化 

(1) はじめに 

OSL 年代測定法は，自然放射線の作用により石英や長石等の鉱物内に蓄積されたトラップ電子を熱

や光の刺激により再結合させた際に生ずる発光の強度を利用した年代測定法である。トラップ電子の蓄

積量は高温の熱や太陽光に曝されるとリセットされるため，ルミネッセンス年代は試料が加熱や光曝を受

けて以降の時間に相当し，テフラや考古遺物，堆積物の年代測定に利用されている（塚本, 20181)）。東

濃地科学センターでは，段丘堆積物の供給源の判別及び堆積年代の推定等を行うため，OSL 年代測定

技術の開発を進めている（石丸ほか, 20192)）。 

近年，OSL 年代測定法の応用として，試料の熱履歴を推定する OSL 熱年代法が提唱されている

（Herman et al., 20103)）。この手法は，鉱物中のトラップ電子の蓄積速度が周囲の温度によって変化する

性質に基づいており，FT 法や(U-Th)/He 法といった既存の熱年代法では測定が困難な，過去数十万年

の低温領域（30～100 °C）の熱履歴の推定を得意とする（Herman et al., 20103)；King et al., 20164)；Herman 
and King, 20185)；Ault et al., 20196)）。したがって，一般的な地温構造を仮定すると，数百メートルの侵食

に要した期間を対象とした侵食速度の評価に利用できる。OSL 熱年代法の適用は，ルミネッセンス信号

が数十万年で飽和するため，露頭試料においては侵食速度の速い（鉱物が比較的短時間で地下深部

の高温領域から地表に到達した）地域に制限されている。先行研究のほとんども，東ヒマラヤや南アルプ

ス（ニュージーランド），飛騨山脈といった侵食速度が数 mm/year を超える地域で行われている （Herman 
and King, 20185)）。一方，Guralnik et al. （2015）7)はドイツで掘削された大深度ボーリングコア（KTB 
borehole（Hirschmann et al., 19978)））の深度 0.1～2.3 km の試料を対象に長石の OSL 熱年代法を適用

し，深部で加熱を受けてからの時間を反映して地表から約 1 km まではルミネッセンス信号は飽和するが，

それ以深からルミネッセンス信号強度が減少することを報告した。これより，大深度ボーリングコアを利用

し，ルミネッセンス信号が未飽和の部分を抽出することで，侵食速度が遅い地域にも OSL 熱年代法を適

用できる可能性を示した。 

本研究では，隆起・侵食速度の評価技術の高度化に資するため，深度数百 m 以浅における 10 万年

スケールの侵食史の復元を可能とする OSL 熱年代法の技術開発を進めた。昨年度までは，東濃地域の

大深度ボーリングコアを用いて，侵食速度が比較的遅い地域（0.1 mm/yr 以下）に対する長石の multi-
OSL 熱年代法の適用性を検討した。令和 2 年度は，六甲地域を事例に，侵食速度が中程度（0.1～1.0 
mm/yr 程度）の地域に対する長石の multi-OSL 熱年代法の適用性を検討した。 

(2) 当該分野に係る科学的・技術的背景 

OSL 熱年代法が使用されるようになった当初は石英 OSL が利用されていたが（例えば，Herman et al., 
20103)），年代測定の上限が数万年程度であることや，基盤から抽出された石英のシグナルは不安定なも

のが多いことから（King et al., 20164)；Herman and King, 20185)；塚本, 20181)），近年では長石の IRSL を

利用することが多い。IRSL は，広義では OSL に含まれるため，これを利用した熱年代法も OSL 熱年代と

称される。長石 IRSL の利点として，石英 OSL よりもルミネッセンス感度や年代測定の上限が高い（おお

よそ 25 万～50 万年（塚本, 20181)））ことが挙げられる。しかし，長石利用の際には，トンネル効果による非

熱的脱トラップ（以下，「フェーディング」（Wintle, 19739)））の考慮が必要になり，長石を用いた OSL 熱年

代法の基本モデルは以下のように記述される（Herman and King, 20185)）： 
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地点の試料を採取した。本年度は，このうち，KBT-1，KBT-2，KBT-4 の 3 試料の測定を行った。 

OSL 測定用のカリ長石を抽出するため，以下の手順で試料を処理した。光曝によるルミネッセンスの減

衰を防ぐため，全ての作業は赤色灯下で行った。まず，露光している表面部分（厚さ約 1.5 cm）を岩石カ

ッターで切り出した。露光部分は年間線量率を算出するため，放射性元素濃度測定に利用した。切り出

した OSL 測定用試料を乳鉢と乳棒で粉砕し，篩を用いて粒径を 180～250 μm に選別した。その後，10 %
塩酸で炭酸塩，35 %過酸化水素水で有機物を除去した。ポリタングステン酸ナトリウム水溶液を用いて重

液分離を行い，密度が 2.58 g/cm3 未満のフラクションを抽出した。最後に，ネオジム磁石で磁性鉱物を分

離し，カリ長石を抽出した。 

OSL の測定には，東濃地科学センター所有の β 線源（90Sr/90Y：2.96 GBq：0.226 Gy/s）を搭載した

TL/OSL reader（Risø 製 TL/OSL-DA-20（Bøtter-Jensen et al., 201020)））を利用した。加熱率は 5 °C/s，測

定温度は 50，100，150 及び 225 °C に設定した。200 °C 以上の測定は窒素雰囲気下で，それ以外の測

定は大気雰囲気下で行った。発光の検出には，光電子増倍管（EMI9235QA）を用いた。また，検出波長

を紫－青色に制限するために光学フィルターBG3 と BG39（いずれも Schott 社製）の組み合わせを利用

した。 

OSL 測定では，放射線反応曲線測定，等温減衰測定及びフェーディング測定を行い，電子のトラップ

速度，熱的及び非熱的脱トラップ速度の算出に必要な物理パラメータを決定した。また，数値解析ソフト

ウェアの Mathworks 社製 MATLAB を用いて，熱史を推定した。推定手順としては，まず温度－時間パス

を無作為に発生させ，求めた物理パラメータを基に，それぞれのパスに対応する電子のトラップの成長曲

線を計算した。この中から試料の蓄積トラップ電子量（等価線量）に到達する成長曲線のみを抽出するこ

とで，実測値とよく適合する温度－時間パスの分布範囲を制約し，熱史の復元及び信頼性の評価を行っ

た。モデリングの条件として，温度－時間パスの終点の温度は，掘削深度における孔内温度とした（山田

ほか, 201215)）。始点の年代と温度は，multi-OSL 熱年代法を開発した King et al. （2016）10)に倣い，0.5 
Ma と 150 °C とした。 

OSL 熱年代測定の結果を図 3.3.2-1 に示す。図の色相は，パスの確率密度（PDF：Probability Density 
Function）を表し，暖色系ほど高確率を表す。赤線はその時間におけるパスの分布の中央値，緑線が

±60 %信頼区間，黒線が±90 %信頼区間の範囲を示す。時間ごとのパスの分布の中央値（赤線），もしく

はその周辺を通り，かつパスの確率密度分布の高い部分（色相が暖色系の部分）が信頼性の高い熱史

を表す。 

KBT-1（408 m）と KBT-2（642 m）については，multi-OSL 熱年代法の適用上限である 20 万年まで，暖

色系の確率密度が現在の温度（孔内温度）付近に分布し，全パスの中央値も暖色系の確率密度分布と

一致した。これより，過去 10 万～20 万年間にわたって温度変化がほとんどない，すなわち，大きな侵食

を経験していないことが推測される。一方，KBT-1 と KBT-2 よりも深部に位置する KBT-4（1,048 m）は，20
万～15 万年前に急激な温度変化を示すように黄～緑の確率密度が分布し，その後，現在温度付近に分

布する。全パスの中央値も確率密度分布の推移と一致している。この結果からは，20 万～15 万年前に何

らかの熱イベントが生じたことが推測される。これらの結果より推測される二通りの熱史を，それぞれの

OSL 熱年代測定結果の解釈とともに以下にまとめる： 

A）過去約 20 万年間は，熱的に安定（侵食が緩慢）であった。KBT-4 の 15 万～20 万年の温度変化は，

試料の特性ないし局所的な熱イベントに起因しており，広域的な侵食を反映しているわけではない。すな

わち，KBT-4 のみ年間線量率が高かった等の理由で，15 万年以前は multi-OSL 熱年代法の適用上限

外になっており，実際の熱史を反映していない，もしくは，深度 1 km 付近で生じた局所的な熱イベント（例
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えば，断層運動や熱水活動）を反映していることが考えられる。甲山コアは断層調査のために掘削された

コアであり，深部で破砕帯をくり抜いていることからも，局所的熱イベントが発生した可能性はある。 

B）15 万～20 万年前に大きな温度変化（侵食）が生じ，その後は侵食が緩慢になった。KBT-1 と KBT-2
の OSL 熱年代測定の結果が温度変化を反映していないのは，地温の差が原因と考えられる。ルミネッセ

ンスの成長曲線は飽和曲線形であり，飽和に近づくほど精度が悪くなるため，閉鎖温度に近い温度であ

ると，温度変化に対するトラップ電子の蓄積変化の感度が悪くなると考えられる。そのため，浅部に位置

する KBT-1 と KBT-2 においては，OSL 熱年代モデリングに有意な変化として表すには，15 万～20 万年

の温度変化量は不足であったと考えられる。しかし，KBT-4 の温度変化から換算した削剥量は km オー

ダーになり，既往の知見に基づく六甲山地の隆起・侵食史とは一致しないことから，B）シナリオの可能性

は低いと考えられる。 

いずれにしても，少なくとも過去約 10 万年間は侵食が緩慢であることが推測された。10 万年前以前の

熱史の解釈については，KBT-3（818 m）の結果と併せて，ルミネッセンスシグナル飽和値及び OSL の閉

鎖温度の評価も踏まえて，信頼性を高めていくことが課題である。また，熱史から侵食史への読み替えに

おいては，地形発達・地殻変動，隆起・侵食速度等に関する先行研究との比較検討を通じて，慎重に議

論する必要があると考えられる。 

(4) 主な成果と課題 

甲山（六甲山地）で掘削された大深度ボーリングコアに対して OSL 熱年代法を適用し，少なくとも過去

約 10 万年間は侵食が緩慢であることが推測された。しかし，10 万年前以前の熱史・侵食史については，

本年度の研究結果では二通りの可能性が考えられ，一方に絞り込むことはできなかった。今後は，KBT-3
の結果やルミネッセンスの物理パラメータ，地形発達・変動，隆起・侵食速度等に関する先行研究を基に，

甲山の侵食史を推定することが課題である。また，様々な地形・地質・テクトニクス条件の地域で，OSL 熱

年代法の事例対象を増やすことで，OSL 熱年代法の適用可能性をより詳細に評価することも望まれる。
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地点の試料を採取した。本年度は，このうち，KBT-1，KBT-2，KBT-4 の 3 試料の測定を行った。 

OSL 測定用のカリ長石を抽出するため，以下の手順で試料を処理した。光曝によるルミネッセンスの減

衰を防ぐため，全ての作業は赤色灯下で行った。まず，露光している表面部分（厚さ約 1.5 cm）を岩石カ

ッターで切り出した。露光部分は年間線量率を算出するため，放射性元素濃度測定に利用した。切り出

した OSL 測定用試料を乳鉢と乳棒で粉砕し，篩を用いて粒径を 180～250 μm に選別した。その後，10 %
塩酸で炭酸塩，35 %過酸化水素水で有機物を除去した。ポリタングステン酸ナトリウム水溶液を用いて重

液分離を行い，密度が 2.58 g/cm3 未満のフラクションを抽出した。最後に，ネオジム磁石で磁性鉱物を分

離し，カリ長石を抽出した。 

OSL の測定には，東濃地科学センター所有の β 線源（90Sr/90Y：2.96 GBq：0.226 Gy/s）を搭載した

TL/OSL reader（Risø 製 TL/OSL-DA-20（Bøtter-Jensen et al., 201020)））を利用した。加熱率は 5 °C/s，測

定温度は 50，100，150 及び 225 °C に設定した。200 °C 以上の測定は窒素雰囲気下で，それ以外の測

定は大気雰囲気下で行った。発光の検出には，光電子増倍管（EMI9235QA）を用いた。また，検出波長

を紫－青色に制限するために光学フィルターBG3 と BG39（いずれも Schott 社製）の組み合わせを利用

した。 

OSL 測定では，放射線反応曲線測定，等温減衰測定及びフェーディング測定を行い，電子のトラップ

速度，熱的及び非熱的脱トラップ速度の算出に必要な物理パラメータを決定した。また，数値解析ソフト

ウェアの Mathworks 社製 MATLAB を用いて，熱史を推定した。推定手順としては，まず温度－時間パス

を無作為に発生させ，求めた物理パラメータを基に，それぞれのパスに対応する電子のトラップの成長曲

線を計算した。この中から試料の蓄積トラップ電子量（等価線量）に到達する成長曲線のみを抽出するこ

とで，実測値とよく適合する温度－時間パスの分布範囲を制約し，熱史の復元及び信頼性の評価を行っ

た。モデリングの条件として，温度－時間パスの終点の温度は，掘削深度における孔内温度とした（山田

ほか, 201215)）。始点の年代と温度は，multi-OSL 熱年代法を開発した King et al. （2016）10)に倣い，0.5 
Ma と 150 °C とした。 

OSL 熱年代測定の結果を図 3.3.2-1 に示す。図の色相は，パスの確率密度（PDF：Probability Density 
Function）を表し，暖色系ほど高確率を表す。赤線はその時間におけるパスの分布の中央値，緑線が

±60 %信頼区間，黒線が±90 %信頼区間の範囲を示す。時間ごとのパスの分布の中央値（赤線），もしく

はその周辺を通り，かつパスの確率密度分布の高い部分（色相が暖色系の部分）が信頼性の高い熱史

を表す。 

KBT-1（408 m）と KBT-2（642 m）については，multi-OSL 熱年代法の適用上限である 20 万年まで，暖

色系の確率密度が現在の温度（孔内温度）付近に分布し，全パスの中央値も暖色系の確率密度分布と

一致した。これより，過去 10 万～20 万年間にわたって温度変化がほとんどない，すなわち，大きな侵食

を経験していないことが推測される。一方，KBT-1 と KBT-2 よりも深部に位置する KBT-4（1,048 m）は，20
万～15 万年前に急激な温度変化を示すように黄～緑の確率密度が分布し，その後，現在温度付近に分

布する。全パスの中央値も確率密度分布の推移と一致している。この結果からは，20 万～15 万年前に何

らかの熱イベントが生じたことが推測される。これらの結果より推測される二通りの熱史を，それぞれの

OSL 熱年代測定結果の解釈とともに以下にまとめる： 

A）過去約 20 万年間は，熱的に安定（侵食が緩慢）であった。KBT-4 の 15 万～20 万年の温度変化は，

試料の特性ないし局所的な熱イベントに起因しており，広域的な侵食を反映しているわけではない。すな

わち，KBT-4 のみ年間線量率が高かった等の理由で，15 万年以前は multi-OSL 熱年代法の適用上限

外になっており，実際の熱史を反映していない，もしくは，深度 1 km 付近で生じた局所的な熱イベント（例
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図 3.3.2-1 OSL 熱年代法による熱史解析結果 
図の色相は，パスの確率密度を表し，暖色系ほど高確率を示す。赤線はその時間におけるパスの分布

の中央値，緑線が±60 %信頼区間，黒線が±90 %信頼区間の範囲を示す。 
 

 

 

JAEA-Research 2021-007

- 48 -



JAEA-Research 2021-007 

- 49 - 

参考文献 

1) 塚本すみ子, 光ルミネッセンス（OSL）年代測定法の最近の発展と日本の堆積物への更なる応用の

可能性, 第四紀研究, vol.57, no.5, 2018, pp.157-167. 

2) 石丸恒存, 尾方伸久, 島田顕臣, 浅森浩一, 國分（齋藤）陽子, 丹羽正和, 渡邊隆広, 雑賀 敦, 
末岡 茂, 小松哲也, 横山立憲, 藤田奈津子, 清水麻由子, 小川大輝, 植木忠正, 雨宮浩樹, 地

質環境の長期安定性に関する研究 年度報告書（平成 29 年度）, JAEA-Research 2018-015, 2019, 
89p.   

3) Herman, F., Rhodes, E.J., Braun, J., Heiniger, L., Uniform erosion rates and relief amplitude during 
glacial cycles in the Southern Alps of New Zealand, as revealed from OSL-thermochronology, Earth 
and Planetary Science Letters, vol.297, no.1-2, 2010, pp.183-189. 

4) King, G.E., Guralnik, B., Valla, P.G., Herman, F., Trapped-charge thermochronometry and thermometry: 
A status review, Chemical Geology, vol.446, 2016, pp.3-17. 

5) Herman, F., King, G.E., Luminescence thermochronometry: Investigating the link between mountain 
erosion, tectonics and climate, Elements, no.1, vol.14, 2018, pp.33-38. 

6) Ault, A.K., Gautheron, C., King, G.E., Innovations in (U-Th)/He, fission track, and trapped charge 
thermochronometry with applications to earthquakes, weathering, surface-mantle connections, and the 
growth and decay of mountains, Tectonics, vol.38, no.11, 2019, pp.3705-3739. 

7) Guralnik, B., Jain, M., Herman, F., Ankjærgaard, C., Murray, A.S., Valla, P.G., Preusser, F., King, G.E., 
Chen, R., Lowick, S.E., Kook, M., Rhodes, E.J., OSL-thermochronometry of feldspar from the KTB 
borehole, Germany, Earth and Planetary Science Letters, vol.423, 2015, pp.232-243. 

8) Hirschmann, G., Duyster, J., Harms, U., Kontny, A., Lapp, M., de Wall, H., Zulauf, G., The KTB 
superdeep borehole: petrography and structure of a 9-km-deep crustal section, Geologische Rundschau, 
vol.86, 1997, pp.S3-S14. 

9) Wintle, A.G., Anomalous fading of thermoluminescence in mineral samples, Nature, vol.245, no.5421, 
1973, pp.143-144. 

10) King, G.E., Herman, F., Lambert, R., Valla, P.G., Guralnik, B., Multi-OSL-thermochronometry of 
feldspar, Quaternary Geochronology, vol.33, 2016, pp.76-87. 

11) Li, B., Li, S.-H., Luminescence dating of K-feldspar from sediments: A protocol without anomalous 
fading correction, Quaternary Geochronology, vol.6, no.5, 2011, pp.468-479. 

12) 藤田和夫, 日本の山地形成論―地質学と地形学の間―, 蒼樹書房, 1983, 466p. 

13) 末岡 茂, 田上高広, 堤 浩之, 長谷部徳子, 田村明弘, 荒井章司, 山田隆二, 松田達生, 小村健

太朗, フィッション・トラック熱年代に基づいた六甲地域の冷却・削剥史, 地学雑誌, vol.119, no.1, 
2010, pp.84-101. 

14) 松四雄騎, 松崎浩之, 牧野久識, 宇宙線生成核種による流域削剥速度の決定と地形方程式の検

証, 地形, vol.35, no.2, 2014, pp.165-185. 

JAEA-Research 2021-007 

- 48 - 

 

図 3.3.2-1 OSL 熱年代法による熱史解析結果 
図の色相は，パスの確率密度を表し，暖色系ほど高確率を示す。赤線はその時間におけるパスの分布

の中央値，緑線が±60 %信頼区間，黒線が±90 %信頼区間の範囲を示す。 
 

 

 

JAEA-Research 2021-007

- 49 -



JAEA-Research 2021-007 

- 50 - 

15) 山田隆二, 小村健太朗, 池田隆司, 野島断層における深層掘削調査の概要と岩石物性試験結果

（平林・岩屋・甲山）, 防災科学技術研究所研究資料, vol.371, 2012, 27p. 

16) 藤田和夫, 笠間太郎, 大阪西北部地域の地質 地域地質研究報告（5 万分の 1 地質図幅), 地質調

査所, 1982, 112p. 

17) 河野義礼, 植田良夫, 本邦産火成岩の K-Ar dating (V) ―西南日本の花崗岩類―, 岩石鉱物鉱

床学会誌, vol.56, no.5, 1966, pp.191-211. 

18) 藤田和夫, 前田保夫, 須磨地域の地質 地域地質研究報告（5 万分の 1 地質図幅), 地質調査所, 
1984, 101p. 

19) Terakado, Y., Nohda, S., Rb-Sr dating of acidic rocks from the middle part of the Inner Zone of 
southwest Japan: tectonic implications for the migration of the Cretaceous to Paleogene igneous activity, 
Chemical Geology, vol.109, no.1-4, 1993, pp.69-87. 

20) Bøtter-Jensen, L., Thomsen, K.J., Jain, M., Review of optically stimulated luminescence (OSL) 
instrumental developments for retrospective dosimetry, Radiation Measurements, vol.45, no.3-6, 2010, 
pp.253-257. 

  

JAEA-Research 2021-007

- 50 -



JAEA-Research 2021-007 

- 51 - 

3.3.3 アルミニウム-26（26Al）年代測定法，塩素-36（36Cl）年代測定法，ヨウ素-129（129I）年代測定法の実

用化 

(1) はじめに 

地震活動・断層運動，火山・火成活動，隆起・侵食等に係る過去の活動履歴を把握する方法の一つと

して，様々な地質試料に含まれる長半減期放射性核種を用いた放射年代測定がある。東濃地科学セン

ターでは，過去数十万年間を対象とした年代測定の重要性が増すことを想定し，ベリリウム-10（10Be），炭

素-14（14C），26Al，36Cl，129I 等の複数の長半減期放射性核種の年代測定が可能となるタンデム型加速器

質量分析計（ペレトロン年代測定装置）を導入し，平成 9 年から整備を開始した。 

施設整備後，過去 5 万年程度までの年代が推定でき，需要が最も多い 14C 測定を開始し（Xu et al., 
20001)），種々の地質学研究，例えば，段丘の形成年代や断層の活動履歴の推定に関する研究（及川ほ

か, 20082)；丹羽ほか, 20093)；丹羽ほか, 20104)等）に利用されている。このほか，これまでは原子力機構が

進める環境科学研究（Nakanishi et al., 20145)；Nakanishi et al., 20126)；竹内ほか, 20147)），さらには原子

力機構の施設供用制度等を通して様々な調査・研究に貢献している（Okuno et al., 20138)；奥野ほか, 
20159)；Mirabueno et al., 201410)；國分ほか, 201411)）。また，実試料の測定に並行して，精確さや測定限界

等のデータの品質の向上も進めている（Saito-Kokubu et al., 201312)；Matsubara et al., 201413)；Saito-
Kokubu et al., 201514)；南ほか, 201515)）。 

第 2 期中期目標期間では，14C 年代より長期の地質環境の変遷を評価するために利用可能であり，第

四紀全体を対象とできる 10Be 年代測定の実用化を行った。10Be 年代測定に係る試料調製，ペレトロン年

代測定装置の設定及び調整，データ解析に至る一連の技術の整備に取り組みつつ，標準試料を用いた

試験測定を進めた。その結果，精確な結果が定常的に得られることを確認でき，ルーチン測定に向けた

測定技術の整備を平成 24 年度末をもって完了し（國分ほか, 201316)；松原ほか, 201317)；Saito-Kokubu et 
al., 201514)），平成 25 年度から施設供用制度による 10Be の依頼測定の受け入れ開始や実用化を達成し

た。また，10Be 年代測定法の開発に並行して，26Al 年代測定法の実用化に向け，試料調製及び測定条

件の検討，標準試料を用いた試験測定を行った。 

第 3 期中長期目標期間では，26Al 及び 36Cl の定量法を確立し，26Al，36Cl 及び 129I の年代測定法を

実用化することを目指す。さらに，ペレトロン年代測定装置で測定可能な他の宇宙線生成核種等を用い

た年代測定法について検討するため，試料調製法や測定法等に係る文献調査にも着手し，検出器の改

良等に関する研究開発も行っていく。このうち平成 27 年度～平成 29 年度は平成 27 年度に実用化した
26Al 年代測定法の高度化のための検討及び 36Cl 年代測定法実用化に向けた検討に加え，129I 年代測

定法の整備に向けて試料調製法や装置構成に関する情報収集及び仕様の検討等を行いながら，試料

調製法の開発及び測定条件の調整を行った。さらに，平成 30 年度は 129I 年代測定法の実用化に向けた

研究開発を重点的に行い，試料調製及び測定条件の検討，標準試料を用いた試験測定を行い実用化

の目処を得ることができた（石丸ほか, 201918)）。令和元年度は 26Al 年代測定法及び 129I 年代測定法に

対して試料調製法の改良，バックグラウンドの低減及びビームの安定化等の高度化を図るとともに，36Cl
年代測定法実用化に向けた検討を引き続き行った。 
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(2) 当該分野に係る科学的・技術的背景 

宇宙線は大気中の元素や地表物質と反応し，各種の放射性核種を生成する。そのような反応で生成

した宇宙線生成核種である 26Al 及び 36Cl を用いた年代測定法は，各々数千～数千万年前及び数千～

数百万年前の年代測定が可能であり，岩石の露出年代や地下水年代の推定に有用な手法である。第 3
期中長期目標期間における 26Al 年代測定法の利用目的は，岩石の露出年代等を推定するため，宇宙

線によって表層の岩石や土壌に含まれる石英中に生成する 26Al の蓄積量を定量し 10Be と組み合わせる

ことで，より精度の高い年代推定を可能にすることである。一方，36Cl 年代測定法及び 129I 年代測定法は，

これまでに行ってきた 14C 年代測定法と同様に地下水の滞留時間等の推定が可能であり，14C 年代測定

法より古い年代を測定できるためこれらを組み合わせることにより精度を上げることが可能となる。 

現在，国内で 26Al 測定及び 36Cl 測定を実施できる施設は，同規模の加速器を有する東京大学タンデ

ム加速器研究施設（MALT：Micro Analysis Laboratory, Tandem Accelerator）（松崎, 200719)；Matsuzaki et 
al., 200720)）及び筑波大学（笹ほか, 201521)）に限られている。また 129I 測定については上記に加え，

JAEA-AMS-MUTSU においても測定が可能であるが，原子力機構内における 129I 測定の需要も高まっ

ていることから，26Al 年代測定，36Cl 年代測定及び 129I 年代測定の実用化を目指す当計画の意義は大き

い。 

(3) 実施内容・結果 

36Cl 年代測定法の実用化に向けた研究開発として，令和元年度は，カソードへの測定試料充填条件

の検討と，装置設定条件の検討として重イオン検出器での 36Cl の検出位置の確認等を行った。令和 2 年

度は 36Cl の加速器質量分析用標準試料（Sharma et al., 199022)）を使用して，検出器の最適化やビーム

調整の最適化等を行い，試験測定を数回実施した。 

検出器の最適化では，令和元年度の課題で記載した通り，重イオン検出器のガスを分子量の比較的

大きなイソブタンガスに変更することにより同重体の分離がより改善する（検出器内での 36Cl と硫黄-36
（36S）のエネルギー損失の差を広げることができる）可能性がわかったため，令和元年度に用いた PR ガ

ス（アルゴンガス 90 %，メタンガス 10 %の混合ガス）ではなく，イソブタンガスを入手し使用した。重イオン

検出器の窓は令和元年度と同様に 50 nm の窒化シリコンとした。また，加速電圧は加速器のコンディショ

ニングを行うことにより令和元年度よりも電圧を上げることができ，4.75 MV～4.8 MV（エネルギー28.5 
MeV～28.8 MeV）で行い，本電圧による 36Cl と 36S の分離具合も確認した。 

各標準試料の試験測定の結果を図 3.3.3-1 左）に，代表的な重イオン検出器でのヒストグラムを図

3.3.3-1 右）に示す。また，上段は標準試料 S4-1（公称同位体比：1.000×10-11）の結果であり，この試料を

基準として他の標準試料の補正を行っている。下段は補正した後の標準試料 S4-2（公称同位体比：

5.000×10-12）の結果を表している。ばらつきはあるものの大体公称値の付近に結果が得られていることが

わかる。一方，同じ測定バッチの中に，標準試料 S4-3（公称同位体比：1.600×10-12）と標準試料 S5（公称

同位体比：5.000×10-13）も一緒に入れて測定を行った。しかし，これらは 36S の影響を受けて，公称同位体

比よりも明らかに同位体比が高くなった。これは 36S が 36Cl のゲート枠（図 3.3.3-1 右）の丸で示した部分）

に多くカウントされ，見かけ上の 36Cl の個数が増えたためと考えられる。さらに，36S の混入が少ないと考

えられる富士フイルム和光純薬（株)製の塩化銀を測定した結果では公称値はないが，1×10-13～10-12 程

度で測定結果が推移していたため，本装置において 1×10－13 程度まで測定できることを確認した。 

また，一般的に加速電圧が高くなるほど，36Cl と 36S の分離能力が高くなると考えられるが，本試験測定

では図 3.3.3-1 左）の結果のうち最初の 3 回は 4.75 MV で，最後の 1 回は 4.8 MV で実施しており，4.8 
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MV の結果のほうが著しく分離されたという結果ではなかったことがわかる。つまり，現時点では 36Cl の同

位体比を測定するにあたり，0.05 MV の加速電圧の増加では 36Cl と 36S の分離能力の向上は見られない

ことがわかった。 

(4) 主な成果と課題 

36Cl 年代測定法の実用化に向けた研究開発においては，標準試料の前処理及び試験測定を一通り

行うことができ，1×10－13 程度の測定が可能であることを確認した。今後の検討として，標準試料中の硫黄

を除去するため未知試料の試料調製法と同様の作業を実施する等して低同位体比測定に向けて試験

測定を引き続き実施していきたい。また測定時のゲート枠の設定の安定化等についても検討していきた

い。 
このほか 26Al 年代測定法については，令和 2 年度も引き続き実試料の測定を行っており，標準試料を

用いた測定品質の確認により信頼性の高いデータが得られていることがわかった。今後も実試料の 26Al
年代測定の実績を増やすとともに，高精度化を目指した情報収集を行っていく。 

129I 年代測定法については，令和元年度よりルーチン測定を開始しており，令和 2 年度も未知試料の

測定数を増やすことができ，測定品質の確認により信頼性の高いデータが得られていることがわかった。

今後も引き続き，独自のワーキングスタンダードとなる標準物質の検討を行っていくとともに，他機関との

施設間比較等を通じて測定の精度確認を行っていく予定である。また，同重体分別技術に関する研究開

発も引き続き行っていく。超小型加速器質量分析装置の試験機については，令和元年度に引き続き試

験機を使用した試験を行い，実証に向けて検討していく予定である。これらに並行して，他の宇宙線生成

核種等を用いた年代測定法の実用化に向けた試料調製法や装置構成等の情報収集及び仕様の検討も

進める予定である。 
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(2) 当該分野に係る科学的・技術的背景 

宇宙線は大気中の元素や地表物質と反応し，各種の放射性核種を生成する。そのような反応で生成

した宇宙線生成核種である 26Al 及び 36Cl を用いた年代測定法は，各々数千～数千万年前及び数千～

数百万年前の年代測定が可能であり，岩石の露出年代や地下水年代の推定に有用な手法である。第 3
期中長期目標期間における 26Al 年代測定法の利用目的は，岩石の露出年代等を推定するため，宇宙

線によって表層の岩石や土壌に含まれる石英中に生成する 26Al の蓄積量を定量し 10Be と組み合わせる

ことで，より精度の高い年代推定を可能にすることである。一方，36Cl 年代測定法及び 129I 年代測定法は，

これまでに行ってきた 14C 年代測定法と同様に地下水の滞留時間等の推定が可能であり，14C 年代測定

法より古い年代を測定できるためこれらを組み合わせることにより精度を上げることが可能となる。 

現在，国内で 26Al 測定及び 36Cl 測定を実施できる施設は，同規模の加速器を有する東京大学タンデ

ム加速器研究施設（MALT：Micro Analysis Laboratory, Tandem Accelerator）（松崎, 200719)；Matsuzaki et 
al., 200720)）及び筑波大学（笹ほか, 201521)）に限られている。また 129I 測定については上記に加え，

JAEA-AMS-MUTSU においても測定が可能であるが，原子力機構内における 129I 測定の需要も高まっ

ていることから，26Al 年代測定，36Cl 年代測定及び 129I 年代測定の実用化を目指す当計画の意義は大き

い。 

(3) 実施内容・結果 

36Cl 年代測定法の実用化に向けた研究開発として，令和元年度は，カソードへの測定試料充填条件

の検討と，装置設定条件の検討として重イオン検出器での 36Cl の検出位置の確認等を行った。令和 2 年

度は 36Cl の加速器質量分析用標準試料（Sharma et al., 199022)）を使用して，検出器の最適化やビーム

調整の最適化等を行い，試験測定を数回実施した。 

検出器の最適化では，令和元年度の課題で記載した通り，重イオン検出器のガスを分子量の比較的

大きなイソブタンガスに変更することにより同重体の分離がより改善する（検出器内での 36Cl と硫黄-36
（36S）のエネルギー損失の差を広げることができる）可能性がわかったため，令和元年度に用いた PR ガ

ス（アルゴンガス 90 %，メタンガス 10 %の混合ガス）ではなく，イソブタンガスを入手し使用した。重イオン

検出器の窓は令和元年度と同様に 50 nm の窒化シリコンとした。また，加速電圧は加速器のコンディショ

ニングを行うことにより令和元年度よりも電圧を上げることができ，4.75 MV～4.8 MV（エネルギー28.5 
MeV～28.8 MeV）で行い，本電圧による 36Cl と 36S の分離具合も確認した。 

各標準試料の試験測定の結果を図 3.3.3-1 左）に，代表的な重イオン検出器でのヒストグラムを図

3.3.3-1 右）に示す。また，上段は標準試料 S4-1（公称同位体比：1.000×10-11）の結果であり，この試料を

基準として他の標準試料の補正を行っている。下段は補正した後の標準試料 S4-2（公称同位体比：

5.000×10-12）の結果を表している。ばらつきはあるものの大体公称値の付近に結果が得られていることが

わかる。一方，同じ測定バッチの中に，標準試料 S4-3（公称同位体比：1.600×10-12）と標準試料 S5（公称

同位体比：5.000×10-13）も一緒に入れて測定を行った。しかし，これらは 36S の影響を受けて，公称同位体

比よりも明らかに同位体比が高くなった。これは 36S が 36Cl のゲート枠（図 3.3.3-1 右）の丸で示した部分）

に多くカウントされ，見かけ上の 36Cl の個数が増えたためと考えられる。さらに，36S の混入が少ないと考

えられる富士フイルム和光純薬（株)製の塩化銀を測定した結果では公称値はないが，1×10-13～10-12 程

度で測定結果が推移していたため，本装置において 1×10－13 程度まで測定できることを確認した。 

また，一般的に加速電圧が高くなるほど，36Cl と 36S の分離能力が高くなると考えられるが，本試験測定

では図 3.3.3-1 左）の結果のうち最初の 3 回は 4.75 MV で，最後の 1 回は 4.8 MV で実施しており，4.8 
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図 3.3.3-1 左）標準試料 S4-1 と S4-2 の試験測定結果。X 軸が測定日，Y 軸が同位体比を表す。右）重

イオン検出器で検出した 36Cl と 36S。（1,000 サイクル（約 100 秒）で測定）36Cl は丸で囲んだ

部分をゲート枠として設定した。 
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図 3.3.3-1 左）標準試料 S4-1 と S4-2 の試験測定結果。X 軸が測定日，Y 軸が同位体比を表す。右）重

イオン検出器で検出した 36Cl と 36S。（1,000 サイクル（約 100 秒）で測定）36Cl は丸で囲んだ

部分をゲート枠として設定した。 
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3.3.4 高分解能のテフラ同定手法の開発 

(1) はじめに 

放射年代測定に供する地質試料が得られない場合には，それを補完する方法として，火山砕屑物（テ

フラ）を年代指標とした編年技術（テフロクロノロジー）が用いられる。テフロクロノロジーは，火山活動が活

発な日本列島において有効な技術であり，新しいテフラの発見やその対比の研究が進むことで，これま

で年代決定が困難であり，かつ地層処分にとって重要となる第四紀の堆積物の詳細な年代決定を行える

といった利点を有している。これまでの研究開発では，火山ガラスの屈折率の多量測定とその統計解析

により，肉眼で確認できないような微量のテフラ起源物質を同定する多量屈折率測定地質解析法（RIPL
法：Refractive Index Physical Lobas）を提示した（例えば，梅田・古澤, 20041)）。また，火山ガラスが風化の

影響を受けている場合に有用な新たな手法としてテフラ中の鉱物に含まれるメルトインクルージョン（結晶

成長の過程で取り込まれたメルトの化石）の化学組成（主要元素）によってテフラを同定する手法を提示し

た（例えば，中村ほか, 20112)；古澤ほか, 20133)）。また，新たなテフラ同定手法の開発として，東濃地科学

センターに整備したレーザーアブレーション装置を試料導入系として備えた LA-ICP 質量分析装置を用

い，テフラ粒子ごとの微量元素組成分析の技術整備を進めた。 

(2) 当該分野に係る科学的・技術的背景 

爆発的な噴火によって放出されたテフラは広域にかつ短時間で堆積するという特徴から，そのようなテ

フラ層は年代決定において重要な鍵層となる。テフラは火山ガラスや鉱物の岩石鉱物学的特徴（構成鉱

物組み合わせや屈折率，ガラスの形態等）や主要元素組成によって同定されるのが一般的である。しか

しながら，例えば同じ火山から噴出したもので噴火年代の異なるものやマグマの化学組成が似ているもの

等，テフラの岩石学的特徴や主要元素組成が酷似したものは，一般的な手法では識別が困難であり，他

の同定手法の整備が必要となる。その一つとして，火山ガラスの微量元素組成（特に，Ba, La, Sc, Sr, Y）

に基づいて，テフラを識別可能なことが示唆されている（例えば，吉川, 19904)；田村・山崎, 20045)）。従来

の方法では，テフラから火山ガラスを純化し酸分解した後，その微量元素の分析が行われてきた（湿式

法）。しかし，得られるガラスの微量元素濃度は，純化の程度（鉱物の混入等）に大きく影響され，この影

響を抑えるための純度を上げる作業は煩雑となる。さらに，ガラス粒子ごとの濃度のバリエーションを評価

することはできない。一方で，LA-ICP 質量分析法を用いた火山ガラスの微量元素組成分析は，ガラス粒

子ごとに分析可能なため，これらの問題点を解決できる。近年，LA-ICP 質量分析法による国内の広域テ

フラ中の火山ガラスの微量元素組成の分析例は増えつつあり（Kimura et al., 20156)；Maruyama et al., 
20167)；古澤, 20178)），テフラの同定において強力なツールとなっているが，微量元素組成を含むデータ

のカタログ化は十分には進んでおらず，従来法に比べ迅速な分析が可能な LA-ICP 質量分析法による

火山ガラスの微量元素組成分析の技術整備は重要である。令和元年度までに，LA-ICP 質量分析法を

用いた火山ガラスの主成分・微量元素同時分析がテフラ対比においても有効となり得ることを示し，その

分析技術の整備を進めた（生田ほか, 20169)；石丸ほか, 201910), 202011)）。令和 2 年度は，引き続き整備

した技術の妥当性評価と実試料への適用を進め，データの蓄積を図る。 

(3) 実施内容・結果 

令和 2 年度は，火山ガラスの微量元素を精確に分析する手法の検討として，令和元年度に引き続き，

検量線法を用いた定量分析の手法の妥当性を検証した。検量線を求める標準試料として，National 
Institute of Standards and Technology （NIST）発行の元素含有量の異なる 3 種の標準ガラス（NIST SRM 
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610, NIST SRM 612, NIST SRM 614（Jochum et al., 201112)））と ATHO-G（Max-Planck-Institute 発行の標

準試料 MPI-DING（Jochum et al., 200613)））を用いることを検討し，Aso-4 b-W（阿蘇火山を給源とした

Aso-4 火山灰をガラスビード化した試料 Aso-4 b-W（Kimura et al., 201814)））を二次標準試料とした分析か

ら，どの標準試料を採用するのが適切かを評価した。また，整備した技術の信頼性の向上を図るため，文

献値の公表されている火山ガラス試料の分析を行った。 

本研究での LA-ICP 質量分析の装置セッティング及び分析条件を表 3.3.4-1 に示す。分析手法の妥当

性を評価した結果，二次標準試料 Aso-4 b-W の元素濃度定量分析において，ATHO-G, NIST SRM 612, 
NIST SRM 614 を用いた 3 点で検量線を得る手法（一部の元素は，検量線の内挿となる 2 点で検量線を

得る手法を採用）によって得られた値が，文献値と最も良い一致を示したため，この手法が適切であると

判断した。テフラの同定において特に有効な元素（Ba, La, Sc, Sr, Y）のうち Ba, La, Sr, Y は高い再現性

（相対標準偏差（RSD：Relative Standard Deviation） < 10 %）が確認され，報告値から相対差（RD：

Relative Difference（%）=（分析値－報告値）/報告値×100）±20 %以下で分析可能であった。また，Sc や

比較的質量数が小さい元素に関しては再現性が低く，報告値からの相対差も大きくなっており，同重体

の影響を受けていたり十分なシグナルが得られていない等，検量線の再現性そのものに問題があると考

えられる。次に，実試料への応用として，日本列島のほぼ全域に分布している更新世後期の姶良 Tn（AT）

火山灰（町田・新井, 197615)）と，中部日本に広く分布している前期鮮新世の大田テフラ層に対比される東

海層群（瀬戸）の東郷火山灰（森, 197116)）を分析対象とした。テフラの同定に有効と考えられる次に示す

微量元素を含む 28 元素：Sc, V, Rb, Sr, Y, Zr, Nb, Cs, Ba, La, Ce, Pr, Nd, Sm, Eu, Gd, Tb, Dy, Ho, Er, Tm, 
Yb, Lu, Hf, Ta, Pb, Th, U に関して分析を行った。AT 火山灰（16 点）の分析値とそれらの平均値及びばら

つきを 2σ 標準偏差で誤差バーとして表記し，先行研究で報告されている結果（報告値（古澤, 20178)））と

比較した（分析値及び文献値ともに大陸地殻の各元素濃度（Taylor and McLennan, 199517)）で規格化し

た値）ところ，分析値は報告値と良い一致を示した（図 3.3.4-1）。また，東郷火山灰に含まれる火山ガラス

（19 点）を分析した平均値を，東郷火山灰と対比される大田火山灰の火山ガラスの報告値（Kimura et al., 
20156)）と比較したところ，多くの元素で相対差±20 %以下となり，良い一致を示した。また，東郷火山灰は

Ba/La=42，La/Y=0.70 であること示され，田村・山崎（2004）5)で報告されている大田テフラの特徴

（Ba/La=~40，La/Y=~0.7）と一致した。一方で，Sc や V は報告値と 40 %を超える相対差を示したが，同

重体干渉の影響を受けて精確に測定できていない可能性が示唆された。 

(4) 主な成果と課題 

令和 2 年度は，LA-ICP 質量分析法による火山ガラスの微量元素分析手法の整備と妥当性の検証を

引き続き行い，さらに実試料の分析を行った。ATHO-G，NIST SRM 612，614 を用いた三つの標準試料

（一部は二つの標準試料）から検量線を得る手法が最も適切な手法であることがわかった。また，整備し

た手法を実試料である AT 火山灰や東郷火山灰に応用し，多くの元素で報告値と一致した結果（相対差

±20 %以下）が得られた。測定元素の中で比較的質量数が小さい元素や 0.5 μg/g 以下の濃度である元素

に関しては，再現性が低く，同重体の影響を受けていたり十分なシグナルが得られていない等，検量線

の再現性そのものに問題があると考えられる。検量線の精度を向上させ，より定量性の高い分析手法とす

るためには，同重体干渉の抑制に効果的なトリプル四重極型 ICP 質量分析装置の使用を検討し，さらに

ICP 質量分析装置での感度を向上させることが必要不可欠である。 

今後は，分析技術の高度化を図るとともに，LA-ICP 質量分析法を用いた火山ガラスの微量元素組成

分析によって広域テフラの微量元素組成データを蓄積し，それらに基づくカタログ化を実施する。 
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表 3.3.4-1 LA-ICP 質量分析法による微量元素分析の測定条件 
レーザーアブレーション装置 
 機器名 Analyte G2 ATL Excimer laser (Photon Machines Inc., Redmond, 

WA, U.S.A)
 セルタイプ Two volume cell 
 レーザー光波長 193 nm 
 パルス持続時間 < 5 ns 
 フルエンス 7.3 J/cm2 
 繰り返し周波数  10 Hz 
 アブレーション径/形状 30 μm/ circle 
 サンプリング法 Single hole drilling 
 キャリアガス種 He  
 キャリアガス流量 ~1.0 L/min 
 アブレーション時間/試料 20 s 
 シグナルスムーザー Homogenize type: 8 mm beads in the bottle (volume: 125 mL) 
   
ICP 質量分析装置 
 機器名 Agilent7700 (Agilent Technology, Santa Clara, California, 

U.S.A.)
 高周波出力 1,500 W 
 キャリアガス種 Ar 
 キャリアガス流量 ~0.8 L/min 

 コリジョン/リアクションセルガ
ス（流量） He (3.0 mL/min.) 

 データ取得方法 Integration of total ion counts per single ablation 
 検出器構成 Single collector 
 検出モード Time resolved analysis (Pulse counting mode) 

 モニターする質量数 (amu) 
29 (Si), 45(Sc), 51(V), 85(Rb), 88(Sr), 89(Y), 90(Zr), 93(Nb), 133(Cs), 137(Ba), 
139(La), 140(Ce), 141(Pr), 146(Nd), 147(Sm), 153(Eu), 157(Gd), 159(Tb), 
163(Dy), 165(Ho), 166(Er), 169(Tm) 172(Yb), 175(Lu), 178(Hf), 181 (Ta),  
208 (Pb), 232 (Th), 238 (U) 

 積分時間/質量数 50 ms/mass (29: (Si) 10 ms) 

 サンプリング周期（1 サイク
ルあたりの総積分時間） 1.465 s 

 積分時間/試料 5 s 

 ウォッシュアウトモニター時
間 85 s 

   
データ解析  
 ガスブランク Gas blank counts were obtained for 15 s before each ablation pit. 

 較正用標準試料 
ATHO-G (MPI-DING), NIST SRM 612, 614 
ATHO-G, NIST SRM 61: Pb, Th, U 
ATHO-G, NIST SRM 614: Pr，Sm，Eu，Gd，Hf，Ta 

 内標準元素 Si 
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ら，どの標準試料を採用するのが適切かを評価した。また，整備した技術の信頼性の向上を図るため，文

献値の公表されている火山ガラス試料の分析を行った。 

本研究での LA-ICP 質量分析の装置セッティング及び分析条件を表 3.3.4-1 に示す。分析手法の妥当

性を評価した結果，二次標準試料 Aso-4 b-W の元素濃度定量分析において，ATHO-G, NIST SRM 612, 
NIST SRM 614 を用いた 3 点で検量線を得る手法（一部の元素は，検量線の内挿となる 2 点で検量線を

得る手法を採用）によって得られた値が，文献値と最も良い一致を示したため，この手法が適切であると

判断した。テフラの同定において特に有効な元素（Ba, La, Sc, Sr, Y）のうち Ba, La, Sr, Y は高い再現性

（相対標準偏差（RSD：Relative Standard Deviation） < 10 %）が確認され，報告値から相対差（RD：

Relative Difference（%）=（分析値－報告値）/報告値×100）±20 %以下で分析可能であった。また，Sc や

比較的質量数が小さい元素に関しては再現性が低く，報告値からの相対差も大きくなっており，同重体

の影響を受けていたり十分なシグナルが得られていない等，検量線の再現性そのものに問題があると考

えられる。次に，実試料への応用として，日本列島のほぼ全域に分布している更新世後期の姶良 Tn（AT）

火山灰（町田・新井, 197615)）と，中部日本に広く分布している前期鮮新世の大田テフラ層に対比される東

海層群（瀬戸）の東郷火山灰（森, 197116)）を分析対象とした。テフラの同定に有効と考えられる次に示す

微量元素を含む 28 元素：Sc, V, Rb, Sr, Y, Zr, Nb, Cs, Ba, La, Ce, Pr, Nd, Sm, Eu, Gd, Tb, Dy, Ho, Er, Tm, 
Yb, Lu, Hf, Ta, Pb, Th, U に関して分析を行った。AT 火山灰（16 点）の分析値とそれらの平均値及びばら

つきを 2σ 標準偏差で誤差バーとして表記し，先行研究で報告されている結果（報告値（古澤, 20178)））と

比較した（分析値及び文献値ともに大陸地殻の各元素濃度（Taylor and McLennan, 199517)）で規格化し

た値）ところ，分析値は報告値と良い一致を示した（図 3.3.4-1）。また，東郷火山灰に含まれる火山ガラス

（19 点）を分析した平均値を，東郷火山灰と対比される大田火山灰の火山ガラスの報告値（Kimura et al., 
20156)）と比較したところ，多くの元素で相対差±20 %以下となり，良い一致を示した。また，東郷火山灰は

Ba/La=42，La/Y=0.70 であること示され，田村・山崎（2004）5)で報告されている大田テフラの特徴

（Ba/La=~40，La/Y=~0.7）と一致した。一方で，Sc や V は報告値と 40 %を超える相対差を示したが，同

重体干渉の影響を受けて精確に測定できていない可能性が示唆された。 

(4) 主な成果と課題 

令和 2 年度は，LA-ICP 質量分析法による火山ガラスの微量元素分析手法の整備と妥当性の検証を

引き続き行い，さらに実試料の分析を行った。ATHO-G，NIST SRM 612，614 を用いた三つの標準試料

（一部は二つの標準試料）から検量線を得る手法が最も適切な手法であることがわかった。また，整備し

た手法を実試料である AT 火山灰や東郷火山灰に応用し，多くの元素で報告値と一致した結果（相対差

±20 %以下）が得られた。測定元素の中で比較的質量数が小さい元素や 0.5 μg/g 以下の濃度である元素

に関しては，再現性が低く，同重体の影響を受けていたり十分なシグナルが得られていない等，検量線

の再現性そのものに問題があると考えられる。検量線の精度を向上させ，より定量性の高い分析手法とす

るためには，同重体干渉の抑制に効果的なトリプル四重極型 ICP 質量分析装置の使用を検討し，さらに

ICP 質量分析装置での感度を向上させることが必要不可欠である。 

今後は，分析技術の高度化を図るとともに，LA-ICP 質量分析法を用いた火山ガラスの微量元素組成

分析によって広域テフラの微量元素組成データを蓄積し，それらに基づくカタログ化を実施する。 
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図 3.3.4-1 AT 火山灰の分析値と報告値との比較 
横軸は微量元素，縦軸は AT 火山灰（16 点）の元素濃度の分析値（水色）及びそれらの平均値（青色）

と報告値（赤色（古澤, 20178)））を大陸地殻の元素濃度で規格化したもの。分析値の平均値の誤差は 16
点分析の 2SD。 
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図 3.3.4-1 AT 火山灰の分析値と報告値との比較 
横軸は微量元素，縦軸は AT 火山灰（16 点）の元素濃度の分析値（水色）及びそれらの平均値（青色）

と報告値（赤色（古澤, 20178)））を大陸地殻の元素濃度で規格化したもの。分析値の平均値の誤差は 16
点分析の 2SD。 
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3.3.5 地質試料を対象とした年代測定法及び化学分析手法の高度化 

(1) はじめに 

東濃地科学センターでは，既に 14C，10Be，K-Ar 及び(U-Th)/He による年代測定法が実用化され，関

連する技術開発を継続して実施している（Watanabe et al., 20211)）。しかし，地質試料の生成プロセスは複

雑であり，物質の供給源の変化による年代値への影響に加え，前処理方法や測定手法の違いによる年

代値の差異等，解決すべき課題がある。近年の年代測定技術の発展によって，データ取得については

迅速・簡便化されつつあるが，現状では最終的に得られたデータの解釈が困難になるケースが多い。正

確な年代軸を構築するためには，岩石，鉱物，土壌，堆積物，炭酸塩沈殿物，植物化石，地下水等，そ

れぞれの試料の特性及び生成環境に適応した年代測定手法の開発が必要である。これらの年代測定に

加えて，試料の無機化学組成や同位体組成等の化学分析を実施することにより，過去から現在までの長

期的な地質環境の変遷を推定することが可能になる。過去の地質環境の推定に必要なデータ解析精度

の向上のためには，当時の古環境またはその後に生じた地質イベントに関する情報を保持している試料

の適切な選定に加え，多地点かつ多量の分析結果を蓄積することが望ましい。したがって，地質試料の

化学分析においても分析精度の維持とともに高効率でのデータ取得を可能にする技術開発が求められ

る。多量かつ必要な精度でデータを取得するためには，誘導結合プラズマ質量分析装置（ICP-MS：

Inductively Coupled Plasma-Mass Spectrometer）等による地質試料の化学成分の微少量分析に加えて

（Yokoyama et al., 20182)；Watanabe et al., 20183)；Nara et al., 20214)），蛍光エックス線分析装置（XRF：X-
ray Fluorescence Spectrometer）を用いた簡便かつ高効率での分析が有効である（Watanabe et al., 20205)）。

このため令和 2 年度は，年代測定法と化学分析手法の基礎技術の高度化及び微小領域の分析手法の

構築に向けて，化学分析手法の改良を実施し適切な測定条件の選定等を継続して進めた。このうち本報

では，化学分析手法の高度化として実施した携帯型成分分析装置（ポータブル XRF）による定量法の改

良について報告する。 

(2) 当該分野に係る科学的・技術的背景 

作業効率の改善のためには，既に実用化されている化学分析法の高度化が必要となる。XRF 等によ

る化学成分の定量分析は，地球科学研究等に必要不可欠な手法であり，岩石，鉱物，土壌及び堆積物

等の分析結果をもとに，地質イベント層の検出，過去の物質循環や酸化還元環境の変動推定，また地下

における水－岩石反応等に関する情報が得られる（Niwa et al., 20206)；Watanabe et al., 20205)）。東濃地

科学センターでは，既に比較的大型の波長分散型 XRF（リガク製 ZSX Primus II）が稼働しており，分析

試料の前処理として高周波溶融によるガラスビード作製や粉末プレス試料の作製が必要となっている（清

水ほか, 20177)；Niwa et al., 20198)）。さらに，環境科学分野等で活用されている携帯型成分分析装置

（Young et al., 20169)；Al-Musawi and Kaczmarek, 202010)）を地質試料中の化学成分の定量分析へ適用さ

せることで，作業の簡略化と迅速化につながると期待される。しかし，国内での地質試料への適用例は未

だ限られている（Watanabe et al., 202111)）。したがって，令和元年度までに，化学分析手法の改善として，

携帯型成分分析装置（Thermo Fisher Scientific 社製 Niton XL3t-950S portable XRF）を用いた繰返し測

定精度の評価及び分析条件等の検討を進めた。令和 2 年度は，地球化学標準試料の測定，定量分析

に必要な検量線作成，測定精度の評価を実施し，断層岩や堆積物等の天然試料への適用について継

続して検討を進めた。 
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(3) 実施内容・結果 

令和 2 年度は，化学分析手法の改良を継続して進めた。携帯型成分分析装置による各種試料の測定

条件の最適化を実施し，主成分及び微量成分の定量分析について検討を進めた。火成岩や堆積物等

の地球化学標準試料を用いて，定量分析に必要な検量線を作成し，断層岩等の天然試料の化学分析

への適用性を評価した。 

本研究では粉末状の地球化学標準試料（産業技術総合研究所（GSJ）製，アメリカ地質調査所（USGS）

製，国際原子力機関（IAEA）製等，合計 27 種類）を使用した。標準試料は，底面にエックス線分析用の

厚さ 4 μm のポリプロピレン薄膜を貼ったリング状試料容器（Niton 製 polyethylene double open-ended 
sample cup，内径 26 mm）に充填した。地球化学標準試料を携帯型成分分析装置用のテストスタンド（遮

蔽体）内に設置し，Niton XL3t-950S による蛍光エックス線分析を実施した。エックス線の照射時間は 1 回

あたり 120 秒間に設定し，繰り返し測定（3 回）を実施した。今回の測定では，Mg, Al, Si, P, S, Cl, K, Ca, 
Ti, V, Cr, Mn, Fe, Cu, Zn, As, Rb, Sr, Zr, Nb, Ba, Pb, Th, U の 24 元素を対象とした。測定対象とする元素

に適合する 4 種類のエックス線フィルター（main filter, low filter, high filter, light filter（Young et al., 20169)））

を使用した。試料表面の測定範囲は標準仕様である 8 mm 径とした。データの取得及び解析には Niton 
NDT ver. 8.2 software を使用した。携帯型成分分析装置 Niton XL3t-950S では，ファンダメンタルパラメ

ーター（FP：Fundamental Parameter）法による理論計算に基づき測定値が算出される。しかし，FP 法によ

る実際の測定値と地球化学標準試料の認証値等には乖離が見られるケースが多い（Young et al., 20169)）。

したがって，FP 法による測定値を補正し定量値を取得するため，地球化学標準試料を用いて検量線を

作成した（図 3.3.5-1）。 

岩石等の主成分である Si, Ti, Fe, Mn, Ca, K の検量線の相関係数（r2）は 0.97 から 0.99 であり，既設の

波長分散型 XRF（清水ほか, 20177)）と同等の結果が得られた（図 3.3.5-1）。一方，MgO, Al2O3 の検量線

の相関係数は 0.58 から 0.70 であった。軽元素の検量線の相関係数が比較的低い値を示す要因として，

Mg と Al は長波長（低エネルギー）領域での分析であることから，水分や大気成分による干渉及び試料の

表面状態の影響を強く受けるためと考えられる。また，P2O5 については標準試料の濃度範囲が狭いため，

相関係数は比較的低い値を示すと考えられる（図 3.3.5-1）。微量成分の検量線については，Ba 以外の元

素で既設の波長分散型 XRF と同等の結果が得られた（Watanabe et al., 202111)）。装置内部の部品等に

由来する Sc や標準試料に含まれる Ti の Kα線及び Kβ線が干渉し，Ba の Lα線での測定に影響が生

じている可能性がある。蛍光エックス線分析で得られた全岩化学組成に基づく環境解析や供給原推定で

は，多元素かつ多量のデータを用いることが有効である（Watanabe et al., 20205)）。したがって，今後は，

蛍光エックス線スペクトルの干渉補正等を適切に実施することで Ba の検量線の改善を検討し，定量分析

が可能な元素を追加していくことが望ましい。また，Cl 及び U 濃度の定量分析については既報値が公開

されている試料数が限られることから，継続して標準試料の選定及び検量線へのデータ追加を実施する

予定である。 

携帯型成分分析装置の天然試料への適用性を評価するため，既報の断層岩試料等（Niwa et al., 
20198)）を使用した。本研究で検討した携帯型成分分析装置の測定条件及び検量線を用いることで， 断

層岩試料等の Ti, Fe, Mn, Ca, K, Rb, Sr, Zr, Th の定量分析を実施することが可能であった。特に，Fe, Mn, 
Rb, Sr 濃度等の変動傾向は既報値とよく一致した。現状の携帯型成分分析装置の適用は，岩石等の粉

末試料及び堆積物等の樹脂固化試料に限られる。したがって，今後は粉砕前の岩石試料や野外での未

処理試料の分析事例を追加しデータを蓄積することで，携帯型成分分析装置の天然試料への適用範囲

の評価及び明確化につなげていくことが重要である。 
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このため令和 2 年度は，年代測定法と化学分析手法の基礎技術の高度化及び微小領域の分析手法の

構築に向けて，化学分析手法の改良を実施し適切な測定条件の選定等を継続して進めた。このうち本報

では，化学分析手法の高度化として実施した携帯型成分分析装置（ポータブル XRF）による定量法の改

良について報告する。 

(2) 当該分野に係る科学的・技術的背景 

作業効率の改善のためには，既に実用化されている化学分析法の高度化が必要となる。XRF 等によ

る化学成分の定量分析は，地球科学研究等に必要不可欠な手法であり，岩石，鉱物，土壌及び堆積物

等の分析結果をもとに，地質イベント層の検出，過去の物質循環や酸化還元環境の変動推定，また地下

における水－岩石反応等に関する情報が得られる（Niwa et al., 20206)；Watanabe et al., 20205)）。東濃地

科学センターでは，既に比較的大型の波長分散型 XRF（リガク製 ZSX Primus II）が稼働しており，分析

試料の前処理として高周波溶融によるガラスビード作製や粉末プレス試料の作製が必要となっている（清

水ほか, 20177)；Niwa et al., 20198)）。さらに，環境科学分野等で活用されている携帯型成分分析装置

（Young et al., 20169)；Al-Musawi and Kaczmarek, 202010)）を地質試料中の化学成分の定量分析へ適用さ

せることで，作業の簡略化と迅速化につながると期待される。しかし，国内での地質試料への適用例は未

だ限られている（Watanabe et al., 202111)）。したがって，令和元年度までに，化学分析手法の改善として，

携帯型成分分析装置（Thermo Fisher Scientific 社製 Niton XL3t-950S portable XRF）を用いた繰返し測

定精度の評価及び分析条件等の検討を進めた。令和 2 年度は，地球化学標準試料の測定，定量分析

に必要な検量線作成，測定精度の評価を実施し，断層岩や堆積物等の天然試料への適用について継

続して検討を進めた。 
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(4) 主な成果と課題 

携帯型成分分析計は，迅速な化学分析及びオンサイトでのデータ取得において重要な役割を果たす。

しかし，これまでに地質試料に含まれる化学成分の定量分析の実例は限られていた。令和 2 年度は，Mg
から U までの 24 元素について，標準試料等を用いて検量線を作成した。これらの検量線を用いて，断層

岩試料，堆積物等の天然試料の化学分析を実施した。携帯型成分分析計を用いて各試料から得られた

定量値は，一部の試料を除き既報値とよく一致した。したがって，本装置が地質試料の化学分析に有効

であることが示された。さらに，今後は，標準試料の選定を継続することで測定精度の向上と定量下限値

の評価を検討するとともに少量試料（3 mm 径試料）への適用を進める。 

 
 
 

 
図 3.3.5-1 携帯型成分分析装置により得られた標準試料中の主成分の測定結果と既報値との比較 
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国際単位系（SI）

1024 ヨ タ Ｙ 10-1 デ シ d
1021 ゼ タ Ｚ 10-2 セ ン チ c
1018 エ ク サ Ｅ 10-3 ミ リ m
1015 ペ タ Ｐ 10-6 マイクロ µ
1012 テ ラ Ｔ 10-9 ナ ノ n
109 ギ ガ Ｇ 10-12 ピ コ p
106 メ ガ Ｍ 10-15 フェムト f
103 キ ロ ｋ 10-18 ア ト a
102 ヘ ク ト ｈ 10-21 ゼ プ ト z
101 デ カ da 10-24 ヨ ク ト y

表５．SI 接頭語

名称 記号 SI 単位による値

分 min 1 min=60 s
時 h 1 h =60 min=3600 s
日 d 1 d=24 h=86 400 s
度 ° 1°=(π/180) rad
分 ’ 1’=(1/60)°=(π/10 800) rad
秒 ” 1”=(1/60)’=(π/648 000) rad

ヘクタール ha 1 ha=1 hm2=104m2

リットル L，l 1 L=1 l=1 dm3=103cm3=10-3m3

トン t 1 t=103 kg

表６．SIに属さないが、SIと併用される単位

名称 記号 SI 単位で表される数値

電 子 ボ ル ト eV 1 eV=1.602 176 53(14)×10-19J
ダ ル ト ン Da 1 Da=1.660 538 86(28)×10-27kg
統一原子質量単位 u 1 u=1 Da
天 文 単 位 ua 1 ua=1.495 978 706 91(6)×1011m

表７．SIに属さないが、SIと併用される単位で、SI単位で
表される数値が実験的に得られるもの

名称 記号 SI 単位で表される数値

キ ュ リ ー Ci 1 Ci=3.7×1010Bq
レ ン ト ゲ ン R 1 R = 2.58×10-4C/kg
ラ ド rad 1 rad=1cGy=10-2Gy
レ ム rem 1 rem=1 cSv=10-2Sv
ガ ン マ γ 1γ=1 nT=10-9T
フ ェ ル ミ 1フェルミ=1 fm=10-15m
メートル系カラット 1 メートル系カラット = 0.2 g = 2×10-4kg
ト ル Torr 1 Torr = (101 325/760) Pa
標 準 大 気 圧 atm 1 atm = 101 325 Pa

1 cal=4.1858J（｢15℃｣カロリー），4.1868J
（｢IT｣カロリー），4.184J （｢熱化学｣カロリー）

ミ ク ロ ン µ  1 µ =1µm=10-6m

表10．SIに属さないその他の単位の例

カ ロ リ ー cal

(a)SI接頭語は固有の名称と記号を持つ組立単位と組み合わせても使用できる。しかし接頭語を付した単位はもはや
　コヒーレントではない。
(b)ラジアンとステラジアンは数字の１に対する単位の特別な名称で、量についての情報をつたえるために使われる。

　実際には、使用する時には記号rad及びsrが用いられるが、習慣として組立単位としての記号である数字の１は明
　示されない。
(c)測光学ではステラジアンという名称と記号srを単位の表し方の中に、そのまま維持している。

(d)ヘルツは周期現象についてのみ、ベクレルは放射性核種の統計的過程についてのみ使用される。

(e)セルシウス度はケルビンの特別な名称で、セルシウス温度を表すために使用される。セルシウス度とケルビンの

　 単位の大きさは同一である。したがって、温度差や温度間隔を表す数値はどちらの単位で表しても同じである。

(f)放射性核種の放射能（activity referred to a radionuclide）は、しばしば誤った用語で”radioactivity”と記される。

(g)単位シーベルト（PV,2002,70,205）についてはCIPM勧告2（CI-2002）を参照。

（a）量濃度（amount concentration）は臨床化学の分野では物質濃度

　　（substance concentration）ともよばれる。
（b）これらは無次元量あるいは次元１をもつ量であるが、そのこと
 　　を表す単位記号である数字の１は通常は表記しない。

名称 記号
SI 基本単位による

表し方

秒ルカスパ度粘 Pa s m-1 kg s-1

力 の モ ー メ ン ト ニュートンメートル N m m2 kg s-2

表 面 張 力 ニュートン毎メートル N/m kg s-2

角 速 度 ラジアン毎秒 rad/s m m-1 s-1=s-1

角 加 速 度 ラジアン毎秒毎秒 rad/s2 m m-1 s-2=s-2

熱 流 密 度 , 放 射 照 度 ワット毎平方メートル W/m2 kg s-3

熱 容 量 , エ ン ト ロ ピ ー ジュール毎ケルビン J/K m2 kg s-2 K-1

比熱容量，比エントロピー ジュール毎キログラム毎ケルビン J/(kg K) m2 s-2 K-1

比 エ ネ ル ギ ー ジュール毎キログラム J/kg m2 s-2

熱 伝 導 率 ワット毎メートル毎ケルビン W/(m K) m kg s-3 K-1

体 積 エ ネ ル ギ ー ジュール毎立方メートル J/m3 m-1 kg s-2

電 界 の 強 さ ボルト毎メートル V/m m kg s-3 A-1

電 荷 密 度 クーロン毎立方メートル C/m3 m-3 s A
表 面 電 荷 クーロン毎平方メートル C/m2 m-2 s A
電 束 密 度 ， 電 気 変 位 クーロン毎平方メートル C/m2 m-2 s A
誘 電 率 ファラド毎メートル F/m m-3 kg-1 s4 A2

透 磁 率 ヘンリー毎メートル H/m m kg s-2 A-2

モ ル エ ネ ル ギ ー ジュール毎モル J/mol m2 kg s-2 mol-1

モルエントロピー, モル熱容量ジュール毎モル毎ケルビン J/(mol K) m2 kg s-2 K-1 mol-1

照射線量（Ｘ線及びγ線） クーロン毎キログラム C/kg kg-1 s A
吸 収 線 量 率 グレイ毎秒 Gy/s m2 s-3

放 射 強 度 ワット毎ステラジアン W/sr m4 m-2 kg s-3=m2 kg s-3

放 射 輝 度 ワット毎平方メートル毎ステラジアン W/(m2 sr) m2 m-2 kg s-3=kg s-3

酵 素 活 性 濃 度 カタール毎立方メートル kat/m3 m-3 s-1 mol

表４．単位の中に固有の名称と記号を含むSI組立単位の例

組立量
SI 組立単位

名称 記号

面 積 平方メートル m2

体 積 立方メートル m3

速 さ ， 速 度 メートル毎秒 m/s
加 速 度 メートル毎秒毎秒 m/s2

波 数 毎メートル m-1

密 度 ， 質 量 密 度 キログラム毎立方メートル kg/m3

面 積 密 度 キログラム毎平方メートル kg/m2

比 体 積 立方メートル毎キログラム m3/kg
電 流 密 度 アンペア毎平方メートル A/m2

磁 界 の 強 さ アンペア毎メートル A/m
量 濃 度 (a) ， 濃 度 モル毎立方メートル mol/m3

質 量 濃 度 キログラム毎立方メートル kg/m3

輝 度 カンデラ毎平方メートル cd/m2

屈 折 率 (b) （数字の）　１ 1
比 透 磁 率 (b) （数字の）　１ 1

組立量
SI 組立単位

表２．基本単位を用いて表されるSI組立単位の例

名称 記号
他のSI単位による

表し方
SI基本単位による

表し方
平 面 角 ラジアン(ｂ) rad 1（ｂ） m/m
立 体 角 ステラジアン(ｂ) sr(c) 1（ｂ） m2/m2

周 波 数 ヘルツ（ｄ） Hz s-1

ントーュニ力 N m kg s-2

圧 力 , 応 力 パスカル Pa N/m2 m-1 kg s-2

エ ネ ル ギ ー , 仕 事 , 熱 量 ジュール J N m m2 kg s-2

仕 事 率 ， 工 率 ， 放 射 束 ワット W J/s m2 kg s-3

電 荷 , 電 気 量 クーロン A sC
電 位 差 （ 電 圧 ） , 起 電 力 ボルト V W/A m2 kg s-3 A-1

静 電 容 量 ファラド F C/V m-2 kg-1 s4 A2

電 気 抵 抗 オーム Ω V/A m2 kg s-3 A-2

コ ン ダ ク タ ン ス ジーメンス S A/V m-2 kg-1 s3 A2

バーエウ束磁 Wb Vs m2 kg s-2 A-1

磁 束 密 度 テスラ T Wb/m2 kg s-2 A-1

イ ン ダ ク タ ン ス ヘンリー H Wb/A m2 kg s-2 A-2

セ ル シ ウ ス 温 度 セルシウス度(ｅ) ℃ K
ンメール束光 lm cd sr(c) cd

スクル度照 lx lm/m2 m-2 cd
放射性核種の放射能（ ｆ ） ベクレル（ｄ） Bq s-1

吸収線量, 比エネルギー分与,
カーマ

グレイ Gy J/kg m2 s-2

線量当量, 周辺線量当量,
方向性線量当量, 個人線量当量

シーベルト（ｇ） Sv J/kg m2 s-2

酸 素 活 性 カタール kat s-1 mol

表３．固有の名称と記号で表されるSI組立単位
SI 組立単位

組立量

名称 記号 SI 単位で表される数値

バ ー ル bar １bar=0.1MPa=100 kPa=105Pa
水銀柱ミリメートル mmHg １mmHg≈133.322Pa
オングストローム Å １Å=0.1nm=100pm=10-10m
海 里 Ｍ １M=1852m
バ ー ン b １b=100fm2=(10-12cm)  =10-28m22

ノ ッ ト kn １kn=(1852/3600)m/s
ネ ー パ Np
ベ ル Ｂ

デ シ ベ ル dB       

表８．SIに属さないが、SIと併用されるその他の単位

SI単位との数値的な関係は、
　　　　対数量の定義に依存。

名称 記号

長 さ メ ー ト ル m
質 量 キログラム kg
時 間 秒 s
電 流 ア ン ペ ア A
熱力学温度 ケ ル ビ ン K
物 質 量 モ ル mol
光 度 カ ン デ ラ cd

基本量
SI 基本単位

表１．SI 基本単位

名称 記号 SI 単位で表される数値

エ ル グ erg 1 erg=10-7 J
ダ イ ン dyn 1 dyn=10-5N
ポ ア ズ P 1 P=1 dyn s cm-2=0.1Pa s
ス ト ー ク ス St 1 St =1cm2 s-1=10-4m2 s-1

ス チ ル ブ sb 1 sb =1cd cm-2=104cd m-2

フ ォ ト ph 1 ph=1cd sr cm-2 =104lx
ガ ル Gal 1 Gal =1cm s-2=10-2ms-2

マ ク ス ウ エ ル Mx 1 Mx = 1G cm2=10-8Wb
ガ ウ ス G 1 G =1Mx cm-2 =10-4T
エルステッド（ ａ ） Oe 1 Oe　  (103/4π)A m-1

表９．固有の名称をもつCGS組立単位

（a）３元系のCGS単位系とSIでは直接比較できないため、等号「　　 」

　　 は対応関係を示すものである。

（第8版，2006年）
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表される数値が実験的に得られるもの

名称 記号 SI 単位で表される数値

キ ュ リ ー Ci 1 Ci=3.7×1010Bq
レ ン ト ゲ ン R 1 R = 2.58×10-4C/kg
ラ ド rad 1 rad=1cGy=10-2Gy
レ ム rem 1 rem=1 cSv=10-2Sv
ガ ン マ γ 1γ=1 nT=10-9T
フ ェ ル ミ 1フェルミ=1 fm=10-15m
メートル系カラット 1 メートル系カラット = 0.2 g = 2×10-4kg
ト ル Torr 1 Torr = (101 325/760) Pa
標 準 大 気 圧 atm 1 atm = 101 325 Pa

1 cal=4.1858J（｢15℃｣カロリー），4.1868J
（｢IT｣カロリー），4.184J （｢熱化学｣カロリー）

ミ ク ロ ン µ  1 µ =1µm=10-6m

表10．SIに属さないその他の単位の例

カ ロ リ ー cal

(a)SI接頭語は固有の名称と記号を持つ組立単位と組み合わせても使用できる。しかし接頭語を付した単位はもはや
　コヒーレントではない。
(b)ラジアンとステラジアンは数字の１に対する単位の特別な名称で、量についての情報をつたえるために使われる。

　実際には、使用する時には記号rad及びsrが用いられるが、習慣として組立単位としての記号である数字の１は明
　示されない。
(c)測光学ではステラジアンという名称と記号srを単位の表し方の中に、そのまま維持している。

(d)ヘルツは周期現象についてのみ、ベクレルは放射性核種の統計的過程についてのみ使用される。

(e)セルシウス度はケルビンの特別な名称で、セルシウス温度を表すために使用される。セルシウス度とケルビンの

　 単位の大きさは同一である。したがって、温度差や温度間隔を表す数値はどちらの単位で表しても同じである。

(f)放射性核種の放射能（activity referred to a radionuclide）は、しばしば誤った用語で”radioactivity”と記される。

(g)単位シーベルト（PV,2002,70,205）についてはCIPM勧告2（CI-2002）を参照。

（a）量濃度（amount concentration）は臨床化学の分野では物質濃度

　　（substance concentration）ともよばれる。
（b）これらは無次元量あるいは次元１をもつ量であるが、そのこと
 　　を表す単位記号である数字の１は通常は表記しない。

名称 記号
SI 基本単位による

表し方

秒ルカスパ度粘 Pa s m-1 kg s-1

力 の モ ー メ ン ト ニュートンメートル N m m2 kg s-2

表 面 張 力 ニュートン毎メートル N/m kg s-2

角 速 度 ラジアン毎秒 rad/s m m-1 s-1=s-1

角 加 速 度 ラジアン毎秒毎秒 rad/s2 m m-1 s-2=s-2

熱 流 密 度 , 放 射 照 度 ワット毎平方メートル W/m2 kg s-3

熱 容 量 , エ ン ト ロ ピ ー ジュール毎ケルビン J/K m2 kg s-2 K-1

比熱容量，比エントロピー ジュール毎キログラム毎ケルビン J/(kg K) m2 s-2 K-1

比 エ ネ ル ギ ー ジュール毎キログラム J/kg m2 s-2

熱 伝 導 率 ワット毎メートル毎ケルビン W/(m K) m kg s-3 K-1

体 積 エ ネ ル ギ ー ジュール毎立方メートル J/m3 m-1 kg s-2

電 界 の 強 さ ボルト毎メートル V/m m kg s-3 A-1

電 荷 密 度 クーロン毎立方メートル C/m3 m-3 s A
表 面 電 荷 クーロン毎平方メートル C/m2 m-2 s A
電 束 密 度 ， 電 気 変 位 クーロン毎平方メートル C/m2 m-2 s A
誘 電 率 ファラド毎メートル F/m m-3 kg-1 s4 A2

透 磁 率 ヘンリー毎メートル H/m m kg s-2 A-2

モ ル エ ネ ル ギ ー ジュール毎モル J/mol m2 kg s-2 mol-1

モルエントロピー, モル熱容量ジュール毎モル毎ケルビン J/(mol K) m2 kg s-2 K-1 mol-1

照射線量（Ｘ線及びγ線） クーロン毎キログラム C/kg kg-1 s A
吸 収 線 量 率 グレイ毎秒 Gy/s m2 s-3

放 射 強 度 ワット毎ステラジアン W/sr m4 m-2 kg s-3=m2 kg s-3

放 射 輝 度 ワット毎平方メートル毎ステラジアン W/(m2 sr) m2 m-2 kg s-3=kg s-3

酵 素 活 性 濃 度 カタール毎立方メートル kat/m3 m-3 s-1 mol

表４．単位の中に固有の名称と記号を含むSI組立単位の例

組立量
SI 組立単位

名称 記号

面 積 平方メートル m2

体 積 立方メートル m3

速 さ ， 速 度 メートル毎秒 m/s
加 速 度 メートル毎秒毎秒 m/s2

波 数 毎メートル m-1

密 度 ， 質 量 密 度 キログラム毎立方メートル kg/m3

面 積 密 度 キログラム毎平方メートル kg/m2

比 体 積 立方メートル毎キログラム m3/kg
電 流 密 度 アンペア毎平方メートル A/m2

磁 界 の 強 さ アンペア毎メートル A/m
量 濃 度 (a) ， 濃 度 モル毎立方メートル mol/m3

質 量 濃 度 キログラム毎立方メートル kg/m3

輝 度 カンデラ毎平方メートル cd/m2

屈 折 率 (b) （数字の）　１ 1
比 透 磁 率 (b) （数字の）　１ 1

組立量
SI 組立単位

表２．基本単位を用いて表されるSI組立単位の例

名称 記号
他のSI単位による

表し方
SI基本単位による

表し方
平 面 角 ラジアン(ｂ) rad 1（ｂ） m/m
立 体 角 ステラジアン(ｂ) sr(c) 1（ｂ） m2/m2

周 波 数 ヘルツ（ｄ） Hz s-1

ントーュニ力 N m kg s-2

圧 力 , 応 力 パスカル Pa N/m2 m-1 kg s-2

エ ネ ル ギ ー , 仕 事 , 熱 量 ジュール J N m m2 kg s-2

仕 事 率 ， 工 率 ， 放 射 束 ワット W J/s m2 kg s-3

電 荷 , 電 気 量 クーロン A sC
電 位 差 （ 電 圧 ） , 起 電 力 ボルト V W/A m2 kg s-3 A-1

静 電 容 量 ファラド F C/V m-2 kg-1 s4 A2

電 気 抵 抗 オーム Ω V/A m2 kg s-3 A-2

コ ン ダ ク タ ン ス ジーメンス S A/V m-2 kg-1 s3 A2

バーエウ束磁 Wb Vs m2 kg s-2 A-1

磁 束 密 度 テスラ T Wb/m2 kg s-2 A-1

イ ン ダ ク タ ン ス ヘンリー H Wb/A m2 kg s-2 A-2

セ ル シ ウ ス 温 度 セルシウス度(ｅ) ℃ K
ンメール束光 lm cd sr(c) cd

スクル度照 lx lm/m2 m-2 cd
放射性核種の放射能（ ｆ ） ベクレル（ｄ） Bq s-1

吸収線量, 比エネルギー分与,
カーマ

グレイ Gy J/kg m2 s-2

線量当量, 周辺線量当量,
方向性線量当量, 個人線量当量

シーベルト（ｇ） Sv J/kg m2 s-2

酸 素 活 性 カタール kat s-1 mol

表３．固有の名称と記号で表されるSI組立単位
SI 組立単位

組立量

名称 記号 SI 単位で表される数値

バ ー ル bar １bar=0.1MPa=100 kPa=105Pa
水銀柱ミリメートル mmHg １mmHg≈133.322Pa
オングストローム Å １Å=0.1nm=100pm=10-10m
海 里 Ｍ １M=1852m
バ ー ン b １b=100fm2=(10-12cm)  =10-28m22

ノ ッ ト kn １kn=(1852/3600)m/s
ネ ー パ Np
ベ ル Ｂ

デ シ ベ ル dB       

表８．SIに属さないが、SIと併用されるその他の単位

SI単位との数値的な関係は、
　　　　対数量の定義に依存。

名称 記号

長 さ メ ー ト ル m
質 量 キログラム kg
時 間 秒 s
電 流 ア ン ペ ア A
熱力学温度 ケ ル ビ ン K
物 質 量 モ ル mol
光 度 カ ン デ ラ cd

基本量
SI 基本単位

表１．SI 基本単位

名称 記号 SI 単位で表される数値

エ ル グ erg 1 erg=10-7 J
ダ イ ン dyn 1 dyn=10-5N
ポ ア ズ P 1 P=1 dyn s cm-2=0.1Pa s
ス ト ー ク ス St 1 St =1cm2 s-1=10-4m2 s-1

ス チ ル ブ sb 1 sb =1cd cm-2=104cd m-2

フ ォ ト ph 1 ph=1cd sr cm-2 =104lx
ガ ル Gal 1 Gal =1cm s-2=10-2ms-2

マ ク ス ウ エ ル Mx 1 Mx = 1G cm2=10-8Wb
ガ ウ ス G 1 G =1Mx cm-2 =10-4T
エルステッド（ ａ ） Oe 1 Oe　  (103/4π)A m-1

表９．固有の名称をもつCGS組立単位

（a）３元系のCGS単位系とSIでは直接比較できないため、等号「　　 」

　　 は対応関係を示すものである。

（第8版，2006年）

乗数 名称 名称記号 記号乗数




